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内容梗概 

 いま世界では地球環境問題解決に向けた取り組みが盛んに行われており、低炭素社会、

循環型社会の構築が早急に望まれている。加えて我が国はエネルギー問題ならびに電力問

題を抱えている。そのような中で鉄道は環境親和性の高い乗り物として注目を浴びている

が、更なる省エネルギー化を実現する可能性を秘めている、魅力ある交通手段である。本

論文では都市交通で利用される直流電気鉄道に注目し、運行管理を見据えた省電力・省エ

ネルギー化の実現に向けた以下の検討を行っている。 

 

 電気鉄道車両の多くには電動機を発電機として用いる回生ブレーキが備えられており、

制動時に車両が持つ運動エネルギーを電気エネルギーに変換して他の車両がそのエネルギ

ーを利用して加速することが可能である。しかし、直流電気鉄道の場合は一般的に電力蓄

積装置を備えていないために回生ブレーキで得た回生電力は同じタイミングで力行車両に

よって消費されなければ、再利用されること無く捨てることになる。これを回生失効と呼

ぶ。 

 

 本論文ではこの回生失効を抑え、回生エネルギーを有効に活用するため、数値解析法を

用いた異なる運転方法の電力および電力量の評価と試運転車両による営業路線での現車試

験によるその理論の検証を行った。前者の数値解析では 2 つの省エネルギー運転方法を比

較分析し、列車の加速に必要なエネルギーを減らすより回生ブレーキを性能いっぱい使う

ことが省エネルギーに有効との知見を得た。 

現車試験でその実証と問題点の抽出を行った。そして回生ブレーキを最大限活用するた

めに運転士に運転方法をアシストする運転支援装置を開発し、実験的に明らかになった操

作遅延の対策を行い、マニュアル運転の支援という形で提案する運転法が実現可能である

ということを実証した。また、過去の運転最適化研究の成果として知られている最大力行・

惰行・最大制動という結果に回生ブレーキを積極的に用いる考え方を適用し、回生電力の

抑制を考慮した電力制限回生ブレーキの適用により従来よりも省エネルギー効果があるこ

とを明らかにした。 

 

 これらの検証により 1 列車で得られる省エネルギー効果の限界が把握できたので、さら

に省エネルギー化を進めるため列車群の知的管理による省エネルギー手法の検討を行うこ

ととした。現車試験データの分析により列車群の電力流に注目すれば回生負荷を予測でき

る成果を得たことから、列車群の電力制御に向けて ATO 制御路線を対象としたダイヤ改正

を含めた検証試験を計画している。現在、ピーク電力をダイヤから数値解析し、補機電力

を考慮した省エネルギー運転を評価することで駅間走行時分配分最適化をダイヤ改正の主

方針とする結論を得ている。  
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1. 序論 

1.1. 研究背景と問題点 

本論文の背景と問題点について(1)省エネルギー、(2)ピークカット、(3)ダイヤ乱れ時の旅客

サービスの維持と省エネルギー・ピークカットの実現、に分けて説明する。 

 

1.1.1. 省エネルギー 

近年は地球環境問題に対する意識が高まり、低炭素社会・省エネルギー化が期待されて

いる。鉄道は環境親和性の高い乗り物であると言われており、二酸化炭素排出量で見ると、

鉄道はヒト一人を 1km 運んだときの二酸化炭素排出量が図 1-1 に示すように他の交通機関

に比べて非常に少なく、また鉄道は軌道を走るため走行抵抗も小さく、自動車はじめ他の

輸送機関に比べて人ひとりを運ぶエネルギーが少ない。特に電気鉄道は 209 kJ/人/km と、

自動車の 2484 kJ/人/km という数字を大きくリードしている(2)。 

この鉄道をより環境親和性の高い乗り物にするために各機関では様々な取り組みが行わ

れている。たとえば欧州では ERRAC(European Rail Research Advisory Council)というプ

ロジェクトを立ち上げ、二酸化炭素排出量を 2050 年に 1990 年比で 50％削減するという目

標が掲げられている(3)。 

鉄道の、特に電気鉄道では 1970 年代からは車両のモータを発電機として利用し、制動力

を得ると同時に運動エネルギーを電気エネルギー(以下、回生電力とする)に変換して再利用

を図る回生ブレーキ車両が量産化された。これを機に電気鉄道の省エネルギー化は進み、

特に都市近郊を走る直流電気鉄道では 79％近い車両がこの回生ブレーキ車両である。これ

には省エネルギー化だけでなく、事業者側にとっては機械ブレーキ時の摩耗品の交換頻度

を減らすことができ、利用者側にとっては乗り心地が良くなる利点があるために非常に有

用である。しかし、この回生ブレーキの致命的な弱点は、この回生電力が消費されなけれ

ば制動力を失い、エネルギーを熱として捨てざるを得ないことである。このことを回生失

効と呼ぶ。 

この回生エネルギーの有効活用に向けて鉄道事業者は回生電力量を調査したり(4)、蓄電池

の設置など地上設備を整備して電力の再利用を試みている(5)。海外では変電所に蓄電池とス

ーパーキャパシタを設置した実例もある(6)。また、車両側でも車両の軽量化や制御装置の改

善で省エネ化を図っている取り組みもある(7)。海外では交流饋電区間において回生電力を遠

くの車両にまで送るような取り組みもある(8) 

このようにハードウェアの改良により省エネルギー化を図る手法もあるが、一方で運転

方法を工夫することにより省エネルギー化を達成できることも知られている(9)。運転時に無

駄な加速を避け、適切なブレーキを用いることで省エネルギー化を実現している事例もあ

る(10)。 
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鉄道事業全体のうち運行に必要なエネルギーは図 1-2 に示すように事業全体の約 8 割で

ある(11)。したがって、列車運行に必要なエネルギーを削減することで、大きな省エネルギ

ー効果を得られることが期待される。列車運行のエネルギーの損失は大きく分けて変電所、

送電線などの地上設備と、軌道を走る列車に分けて考えることができる。化石燃料などの

源エネルギーから鉄道で扱う変電所までの有効仕事量は約 37％で、車両での有効仕事量は

30％である。つまり、この７％は鉄道の電力供給上の工夫で軽減できることが示唆されて

いる(12)。 

 

1.1.2. ピークカット 

近年のパワーエレクトロニクス技術の進歩により、鉄道車両は高性能化して高加速度で

走行できるようになった。移動時間の短縮と列車本数の増加はこの恩恵であり、事実駅間

を走るのに必要なエネルギーも減少傾向にある。しかし、この高加速・高頻度運転は電力

ピークを押し上げており、近年は変電所からの出力電力が増加傾向にある。しかし、3.11

の東日本大震災以降、大電力を消費する電気鉄道はその影響を大きく受け、鉄道事業者の

関心は省エネルギー技術だけでなく省電力技術にも向けられることになった。事実、これ

までの研究東日本大震災の影響で、鉄道事業者には 8％の節電要請が課せられた(13)。ここで

注目したいのは、この節電は昼間の最大電力を抑えること、つまりピークカットが目的で

あり、先述の省エネルギーとは別問題である(14)。近年の学会ではピークカットに対する技

術的取り組みは省エネルギー化の取り組みに比べて少ない。それは高加速運転が省エネル

ギーにつながるという電力と電力量の間にあるトレードオフ関係が根底の問題として存在

するためである(15)。 

 

1.1.3. ダイヤ乱れ時の旅客サービスの維持と省エネ・ピークカットの実現 

先述のように事業者は旅客サービスの向上の取り組みとして高頻度運転を行っているが、

これにはロバスト性がなく、一度何らかのトラブルにより運行ダイヤが乱れると平常時並

みの状態に戻るまでに多大な時間と労力を要する。(ダイヤ乱れからの復旧作業を運転整理

と呼ぶ)。我が国の定時運行率が高いのは科学技術の恩恵よりも人のノウハウの恩恵が大き

く、事実ダイヤ乱れ時の復旧作業は手作業で行われている。加えて、ダイヤ乱れ時の列車

運行はピークカットや省エネルギーのことが一切考慮されていない。特にピークカットは

平常時ダイヤ乱れ時を問わず実現しなければ意味が無いことは明白である。これらの解決

に向けてメーカーが動き始めており、ATO(Automatic Train Operation)に関してはダイヤ

乱れ時に着目して、信号情報を利用し無駄な加速減速を抑えて消費電力量を抑える手法が

提案されている（16）。 
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図 1-1 各交通機関の CO2 排出量 

(文献(1)を参考に著者作成) 

 

 

図 1-2 鉄道事業者における車両のエネルギー消費の割合 

(文献(3)を参考に著者作成) 
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1.2. 研究目的 

 前節のことを踏まえ、本論文で扱うのは 

「電力流を考慮した直流電気鉄道の省エネルギー化」 

である。直流電気鉄道は主に都市鉄道で普及している電気鉄道方式であり、一方閑散線区

や都市間鉄道では交流電気鉄道が普及している。図 1-3 に直流電気鉄道車両、図 1-4 に交流

電気鉄道車両の一例を示す。本論文では世界的な研究の流れも視野に、回生ブレーキに注

目した直流電気鉄道の省エネルギー化を目的とする。そこでまず 1 列車の運転手法につい

て比較分析を行い、その効果について現車試験にて運転手法の効果の検証を行う。また列

車群の電力流に注目し、省エネルギーだけでなく省電力化(ピークカット)に向けて道筋を作

るべく運行管理場面での電力可視化を試みた。 

 

 

図 3 都市を走る直流電気車両 

 

 

図 4 大都市間を走る交流電気車両 
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1.3. 本論文の構成 

 2 章では電気車両の力学モデルを考え、車両の加速・減速の仕組みを説明する。 

 3 章では運転曲線の数値計算手法を説明する。特に電力・電力量を計算するための力学モ

デルおよび饋電回路モデルについて説明する。 

 4 章では運転曲線の計算の場面で議論されている最適化手法について説明する。 

 5 章では省エネルギー運転の定義を述べる。 

 6 章では省エネルギー運転手法の数値計算によって得られた結果を評価する。 

 7 章では省エネルギー運転での補機の影響を評価する。 

 8 章では現車試験による省エネルギー運転の検証結果を報告する。 

 9 章では運行管理の場面での列車群における省電力・省エネルギー化に向けた電力分析に

ついて報告する。 

 10 章では本論文の結論を述べ、11 章で今後の課題を述べる。 
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2. 電気車両の力学モデル 

2.1. ブレーキシステム 

2.1.1. 電気ブレーキと機械ブレーキ 

 鉄道の電気車両のブレーキは、電動機によって制動力を得る電気ブレーキと、摩擦力に

よって制動力を得る機械ブレーキの 2 つからなっている。 

まず電気ブレーキとは、ブレーキをかけるときに車両の電動機を発電機として利用して

運動エネルギーを電気エネルギーに変換して制動力を得るものである。ここで、変換して

得た電気エネルギーの消費方法によってより細分化された言葉がある。電気エネルギーを

抵抗器で熱として逃がすものを発電ブレーキ、電気エネルギーをそのまま架線に返して他

の車両のエネルギーとして再利用するものを回生ブレーキという。特にこの回生ブレーキ

はパワーエレクトロニクス技術の進歩により、1968 年から回生ブレーキ車両が量産される

ようになり(1)、回生ブレーキから生み出される回生電力によって鉄道の列車全体で省エネル

ギー化が進んだ。加えて、機械ブレーキの使用頻度低減や、操作性と乗り心地の向上など、

回生ブレーキの恩恵はエネルギー以外の点でも受けられるようになった。回生ブレーキの

省エネルギー化への貢献度は大きく、そのメリットを受けて現在の電気鉄道車両の回生ブ

レーキ車は全体の 75.7％になっている(2)。 

次に機械ブレーキとは、圧縮空気や油圧を利用して機械的な動作による摩擦力で制動力

を得るものである。摩擦力はその日の気温や湿度、天候に左右されることや機械音が鳴る

ため乗客への乗り心地は低下するほか、ディスクブレーキの摩耗、ブレーキ応答が遅いな

どデメリットも多いが、大きな制動力を得られるものであることに加え、歴史的な実績評

価もあって必ずどの車両にも搭載されている。 

 

2.1.2. 回生失効 

 電気ブレーキのうち回生ブレーキについては、エネルギーの消費先が他の車輌であるた

めにブレーキが有効に働くかどうかは周囲の列車の状況に左右される。都市近郊にある直

流電気鉄道においては、多くの変電所にダイオード整流器を用いているため鉄道変電所か

ら先の電力系統では回生電力が利用できない。したがって同一き電区間内に回生電力を消

費する力行車両がいなければ、電力を回生しても利用されることはない(図 2-1)。また回生

してある程度消費できても回生電力が消費電力よりも大きい場合には架線電圧が高くなる。

この場合、機器の保護のために車両のインバータ制御により回生電力を小さくする回生絞

込みが行われる。この状況では運転士が所望する制動力が回生ブレーキだけでは得られな

いため機械ブレーキで補足する。 

この回生ブレーキを発動した時に周囲の列車が回生エネルギーを利用しなかったために

列車の主回路を開いて回生ブレーキを中断する状況を狭義の回生失効と呼び、主回路を完

全に開くことはなくとも回生絞り込みが起きて回生性能を 100％活かしきれなくなる状況
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を広義の回生失効という(3)。本論文では断りのない限り回生失効はこの広義の回生失効を指

す。 

 

 

図.2-1 回生ブレーキシステムのモデル 

 

2.1.3. 電空協調ブレーキ 

 電空協調ブレーキとは、電気ブレーキによる制動力と機械ブレーキによる制動力を合わ

せて必要な制動力を得るものである。一般にはメンテナンスや省エネルギー性を考えて制

動力を優先的に電気ブレーキに負担させ、機械ブレーキは足りない分を補足するという遅

れ込め制御が用いられている。これらにより、たとえ電気ブレーキが回生失効により制動

力を失っても制動力を確保する安全性が保たれている。 

 この電空協調ブレーキの特性を図.2-2 に示す。電空協調ブレーキの特徴として、低速域で

は大きな制動力を発揮し、高速域では小さな制動力しか得られない。つまり速度が遅い時

は優先的に回生ブレーキが制動力を負担するが、速い速度で大きな制動力を得ようとする

時は機械ブレーキが立ち上がるようになっている。また、回生ブレーキが回生失効により

制動力を失っても機械ブレーキにより安全性と制動力は担保されている。 

 

 

図.2-2. 電空協調ブレーキ使用時における列車速度と 

回生ブレーキと機械ブレーキの負担割合 
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2.2. 引張力特性と回生性能曲線 

 まず引張力とは、列車の動輪が列車をけん引する力である。後に詳しく説明するが、こ

のけん引する力から列車にかかる抵抗などを差し引いた分が列車を加速する力となる。こ

の引張力は車両の電動機とインバータの性能による。この引張力と速度の関係を示した図

を引張力特性図と呼ぶ。一方車両の電動機による回生ブレーキの制動力と速度の関係を示

した図を回生性能曲線と呼ぶ。この引張力特性および回生性能曲線は乗車人数と架線電圧

によって変化する。乗車人数による影響は応荷重装置の節で、架線電圧の影響は饋電回路

演算の節で詳しく述べる。以下では乗車人数と架線電圧を一定とみなし、力学モデルを考

える。 

 

2.2.1. 誘導機 

電気鉄道の電力饋電には直流方式と交流方式があり、都市鉄道においては主に直流饋電

が採用されている。都市鉄道における直流饋電では歴史的に直流機の抵抗制御方式から始

まり、チョッパ制御、添加励磁制御を経て今日では誘導機のインバータ制御方式が広く普

及している。図 2-3 にその車両の一例を示す。 

 

 

図 2-3  VVVF 制御の誘導機車両 

 

まず、誘導機の採用のメリットは回転子の構造が堅牢で低コストであること、周波数の

制御精度がそれほど高くなくとも良いこと、1 台のインバータで複数の誘導機が駆動できる
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ことがある。そしてインバータ制御方式が採用された理由は電圧と周波数を連続的に制御

でき、誘導機の制御ができることにある。このインバータは VVVF(Variable Voltage 

Variable Frequency)インバータと呼ばれる。主回路構成を図.2-4 に示す。これらの組み合

わせにより主回路・整流機構は無接点化し、省エネルギー・省メンテナンス化された。 

 

 

図 2-4 VVVF インバータ制御車両主回路構成図 

(文献 4 を参考に著者作成) 

 

インバータ制御主回路について説明する。まず、インバータの入力側にはインバータか

ら流れる高調波電流が軌道回路に影響を及ぼさないように LC フィルタ回路が構成されて

いる。このフィルタリアクトルはインバータなどの短絡事故電流を抑制する機能も兼ね備

えている。そして過電流を保護するために入力側に遮断機が備えられている(4)。 

誘導機車両の引張力特性・回生性能曲線について説明する。図 2-5 に一定電圧時の誘導機

車両の引張力・回生性能曲線を示す。まず引張力特性について説明する。引張力特性は大

きく 3 つの領域で表され、A を定トルク領域、B を定電力領域、C を特性領域という。列車

のパワーは式(1)で表されるため、D 点を特に最大パワー点という。P(W)は列車のパワー、

F(N)は引張力、v(m/s)は列車の速度である。定トルク領域では、モータの性能を常に最大に

発揮していると滑走や変電所容量を超えてしまうことがあるために最大性能から幾分か性

能を落としている。 

一方回生ブレーキでは自らが電源となるため変電所の容量を気にする必要はないために

最大パワー点は滑走しない制動力で発揮できるモータ性能の最大点にとっている。この回

生性能の最大パワー点は点 E で示される。そのため、引張力特性の点 D と回生性能曲線の

点 E はパワーが異なっている。 
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𝑃 = 𝐹 ∙ 𝑣  ……(2-1) 

 

 

図.2-5 引張力特性と回生性能曲線 

 

2.2.2. リニアモータ 

 蒸気機関車をはじめ回転機を動力源とした車両は広く普及しているが、車上動力による

粘着駆動には限界があるため、急勾配区間ではラック式が採用されたり、時には大気圧鉄

道が建設された。そして鉄道が次第に高速化してくると引張力の限界は 250km/h である(0

系新幹線当時の値。現代では 350km/h が限界とされている(5)。)として粘着駆動に依存しな

いリニア駆動式鉄道が台頭した。歴史的にはカナダのスカイトレインが先駆者である。リ

ニア駆動式鉄道には、図 2-6 のように車両を鉄輪で支えてリニアモータにより推進力を得て

走るものと、図 2-7 のように磁気浮上あるいは空気浮上で支持する方式がある。 
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図 2-6 鉄輪式リニアモータ車両 

 

 

図 2-7 浮上式リニアモータ車両 

(大橋和也撮影) 
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 交流電動機に同期電動機と誘導電動機があるように、リニアモータにも 2 つの駆動方式

があり、それぞれリニア同期電動機(LSM)とリニア誘導電動機(LIM)と呼ぶ。一般にリニア

モータは電動機を切り開いて線状に構成したものと説明されるが、この“展開”により空

隙を小さく保持できないこと、推力以外の力も現れること、端部効果が生じることが回転

型との大きな違いである。本論文ではリニア誘導電動機について説明する(5)。 

 リニア誘導電動機では、車上を 1 次側、レールを 2 次側として構成し、2 次側には大きな

推力が得られる銅板と安価なアルミ板が用いられ、リアクションプレートという。図.2-9

にリアクションプレートを示す。この図 2-8 のように、リアクションプレートは鉄軌道の間

に敷設されている。 

 

 

図 2-8 鉄軌道の間に敷設されたリアクションプレート 

 

次に一定電圧時のリニア誘導電動機の引張力特性・回生性能曲線を図 2-9 に示す。ここでの

特徴は引張力特性に定トルク領域が存在しないことと、その特性がほぼ直線で表されるこ

とである。そして、回転機と違い、速度が早くなっても極端に引張力が低下しないことで

ある。 
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図.2-9 リニアモータの引張力特性と回生性能曲線 
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3. 電力・電力量評価のための運転曲線と数値計算 

 列車の消費する電力・電力量そして走行時分を求めるには、列車を力学・回路モデルに

起こして数値計算する必要である。このとき、縦軸に速度、横軸に距離を取って列車の走

行の様子を表したグラフを運転曲線という。この運転曲線を比較することで後に述べる運

転手法を分析することができる。 

 

3.1. 力学モデル数値計算手法 

 

3.1.1. 運転曲線の数値計算 

 ここで運転曲線を作成するための数値計算手法を述べる。まず図.3-1 に車両システムのブ

ロック線図を示す。運転士のノッチ操作を数値計算の入力として扱い、車両の引張力およ

びブレーキ力は前述のように車両の主電動機特性とインバータ制御によって決まる。さら

に列車にかかる抵抗として、出発抵抗、走行抵抗、勾配抵抗および曲線抵抗があり、引張

力および制動力と走行抵抗の差(制動力の場合は和)を求めることで列車に作用する合計の

力および加速度を計算できる。そして、そこから積分することで速度および距離が順に計

算される。 

 列車抵抗それぞれは過去の走行実績に基づいた、言わば実験的に得られた式である。本

論文では具体的な点には触れないが、数式には関しては文献(1)を、コンピュータでの計算

手法については文献(2)を参照されたい。 

 

 

図.3-1 運転曲線を求める数値計算のブロック線図 
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3.1.2. 電力・電力量の数値計算 

 列車の消費する電力、電力量は力学モデルでは式(3-1)-(3-3)で表される。 

 

𝑃 = 𝐹 ∙ 𝑣  ……(3-1) 

𝐸𝑝 = ∫𝐹 ∙ 𝑣 ∙ 𝜂 𝑑𝑡   ……(3-2) 

𝐸𝑟 = ∫−𝐹 ∙ 𝑣 ∙
1

𝜂
𝑑𝑡   (𝑣 > 6)  ……(3-3) 

 

P は列車の力行・回生電力、Ep は力行エネルギー、Er は回生エネルギーである。ηはモー

タ効率で回生時は力行時の逆数になっている。回生エネルギーの Er は列車の速度が小さく

なると架線に返すだけの電圧が得られなくなるため 6km/h 以下の時はゼロとしている。列

車の消費するエネルギーは列車の走行を数値計算する際に得られる F,v,xを利用すれば求ま

ることになる。 

 

3.1.3. 応荷重装置 

 応荷重装置とは、列車の乗車人数に応じてインバータ制御によりモータ性能を変化させ、

空車や満車にかかわらず列車の加速度を同じに調整する装置である。これにより運転士は

列車の乗車人数を気にすることなくいつもと同じ操作で列車を運転することができる。ま

た、この応荷重装置は列車の滑走を防ぐ意味でも重要な役目を持つ。しかし一方で、乗車

人数に関係なくモータ性能を落とさず加速するほうが省エネルギーであるという提案をし

ている論文もある(3)。 

 ここで、応荷重装置による引張力特性・回生性能曲線の変化を考える。図.3-2 に満車時、

定員乗車時、空車時の列車の引張力特性を、図 3-3 に回生性能曲線を示す。応荷重装置が引

張力特性・回生性能曲線に与える影響は引張力の最大値である。式 3-4 を見れば明らかなよ

うに、乗客が乗車して車重が重たくなると加速度を一定にするために引張力 F を大きくし

ている。しかし、モータの最大性能は限界があるので定電力領域、特性領域は乗客の人数

に関係なく同じ曲線に乗る。ここで注意したいのは、モータの最大パワー点は応荷重装置

にかかわらず一定だが、定電力領域に入る速度が変化するという点である。 

 

𝐹 = 𝑀𝑎  ……(3-4) 

 

 また、応荷重装置のもう一つの利点は滑走を防ぐことである。仮に応荷重装置を取り払

って乗客が居ない状態で最大性能を発揮して加速したとすると、車輪が空転して滑走して

しまう。滑走は車輪とレールを傷め、後に乗り心地の低下を招くためにできるだけ避ける

べきである。なお、これら滑走の問題は列車の粘着制御で扱われている。しかし、理想的

には(4)の論文にある通り列車は最大加速するほうが省エネルギーなため、粘着制御を大き
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な問題としないリニアモータ車両はこの手法を検討すべきである。 

 

図.3-2 応荷重装置による引張力特性の変化 

 

 

図 3-3 応荷重装置による回生性能曲線の変化 
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3.2. 饋電回路モデル数値計算手法 

 

3.2.1. 饋電回路モデルとは 

 ここで、誘導機駆動車両を例に饋電回路モデルについて説明する。まず饋電回路モデル

とは、変電所から車両の誘導機までの等価回路のことである。しかし、静的なパラメータ

は変電所の内部抵抗だけで、他のパラメータは列車の運動に合わせて変化する。したがっ

て、列車の電力流を考えるには力学モデルと回路モデルを別にして考えることはできない。

ここでは都市鉄道における直流饋電区間を扱う。図 3-4 にその回路の構成例を示す。 

 

 

図 3-4 直流饋電回路の構成例 

(文献(1)を参考に著者作成) 

 

3.2.2. 変電所の回路モデル 

変電所は都市鉄道の直流饋電区間では 7~10km ごとに設置されており、変電所を中心に

両脇の架線に電力が供給される。変電所と変電所の間の 1 つの区間を饋電区間、区間の境

目をセクションという。直流電気鉄道の変電所は系統から交流で受電した後に整流し、多

くの場合定格 DC1500V で送り出すが、このとき整流にはダイオードが広く利用されており、

車両の回生電力は変電所から先の系統には返らない。しかし、近年回生電力を系統に返す
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回生変電所も導入されつつあり、さらには売電事業も行われている(5)。変電所は一般的に設

備容量として数 MW、内部抵抗は定格電流が 3000A のとき 0.5Ωである。静的なパラメー

タはこれだけで、送り出し電圧や電流は饋電区間の車両の状況に応じて変化するが、変電

所は通常時の 1.5～2 倍の容量が確保されている。これは非常時に備えたもので、ある変電

所が開放してしまっても両脇の変電所から車両に電力を供給出来るだけの余裕をもたせて

いるためである。しかしながら、これが原因で変電所の設備利用率は低く、事業者のコス

トダウンや規模縮小のニーズは依然として大きい。本論文の目的に省電力化ならびにピー

クカットをあげている理由のひとつがここにある。 

 

3.2.3. 饋電線の回路モデル 

架線は硬化銅でできており、吊架線につられて路面に対して平行に張られている。饋電

線を図 3-5 に示す。この架線の伝導率は約 0.02Ω/km である。ここで注目したいのは架線

の抵抗は伝導率から求めるために鉄道車両の位置という動的パラメータに依存することに

なる。またレールの抵抗も同じく伝導率であるため同様である。さらに、ひとつの饋電区

間には 2 つの変電所から電力が供給されるため電力の流れも動的となる。架線とレールに

は保安上の制約条件があり、架線は温度が 90℃以下でなければならない(6)。本論文ではこ

の制約に抵触する恐れが少ないために計算の高速化もあって検討を省略しているが、消費

電力の大きい貨物用の電気機関車の運行を考える場合には考慮が必要であることが示唆さ

れている(6)。 

 

図 3-5 饋電線の配置 
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3.2.4. 車両の回路モデル 

 最後に電気車両について述べる。最初に注意していただきたいのは電圧と電流について

「パンタ点電圧・パンタ点電流」と「モータ電圧・モータ電流」を区別していることであ

る。車両のモータはインバータ制御されているのでパンタ点の電圧・電流とモータ電圧・

電流は別物である。 

電気車両は架線と接するパンタグラフから電力を得てインバータ制御を経て主電動機と

補機に電力を供給し、車輪からレールを通して GND につながっている。回生制動時は車両

から架線に向かって電力を返す。主電動機の挙動とインバータ制御は引張力に影響するた

め力学モデルを考える上でも饋電回路は必要である。図 3-6 に饋電回路の例を示す。この饋

電回路モデルでは電気車両は電流源とみなす。 

ここで力行時と回生時の車両の引張力とモータ電流・モータ電圧の関係について説明す

る。図 3-7 に力行時の引張力特性とモータ電流・モータ電圧の関係を示す。まず力行時は、

誘導機は一定の電流を消費しながらモータ電圧が上昇していき、一定の引張力を維持する。

この領域を定トルク領域という。そしてインバータの出力電圧が最大になったところで引

張力はモータ電力が一定になるように、つまり反比例の関係を維持しながら減少する。こ

の領域を定電力領域という。そして最後に列車速度は上がるがモータ電流が減少するので

引張力は大きく減少する。この領域を特性領域という。 

図 3-8 に回生時の引張力特性とモータ電流・モータ電圧の関係を示す。いま回生時で速度

が減少していくことを想定する。回生時は高速域ではまず定電力領域でモータ電圧は一定

で電流が上昇していき、制動力が大きくなる。そして速度が低下して最大パワー点に到達

するとここからはモータ電流が減少し引張力が一定となる第Ⅱ種の定トルク領域に入る。

さらに減速すると電流は維持される一方でモータ電圧が低下し引張力が一定に保たれる第

Ⅰ種の定トルク領域に入る。しかし、低速域になるとモータ電圧の低下によりインバータ

を介しても架線に電力を返せなくなり、逆相制動モードに入る。逆相制動モードとは、制

動力を得るためにモータに電流を流す動作のことである。 

ここで力行時と比較して注目したいのが最大パワー点で、図 2-6 に見られるように、回生

時は力行時に比べて最大パワーが大きい。これは力行時の過負荷を回避し変電所の設備を

守るためで、力行時には複数の車両が同時に力行を開始して大きな電力を要求することが

ないよう余裕を持たせるためにモータの最大性能を絞るインバータ制御を行っている。一

方回生時は、最大パワーは車両性能を最大限発揮する点に置かれている。 

しかし、省エネルギーの観点から見ると力行は最大力行が望ましく、意図的に性能を下

げるのは目的に逆行している。そして回生ブレーキの最大パワー点は変電所の設備は守れ

るとしても車両自体の機器を保護するため回生絞込が行われることがある。このときは車

両の運動エネルギーを電気エネルギーに変えることができず熱エネルギーとして捨ててし

まっているので、改善の余地がある。 
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図 3-6 饋電回路モデルの例 
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図 3-7 力行時の引張力特性とモータ電流・電圧の関係 

 

図 3-8 回生時の引張力特性とモータ電流・電圧の関係 
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3.2.5. 架線電圧変動による引張力特性の変化 

さて、ここで饋電回路モデルにおいて電気車両を電流源とみなす理由を説明する。車両

が変電所から架線を介して電力を受け取るとき、パンタ点の電圧は周囲の車両や架線抵抗

の影響を受けて架線電圧が変動する。たとえば架線電圧が低くなった場合では車両のイン

バータの出力電力が低下するため最大パワー点が左に推移する。このとき、最大パワー点

の速度より速い領域で車両が走行中であった場合には突然に引張力が低下することになる。

逆に電圧が高くなると最大パワー点は右に推移するため、その領域にある車両は突然に引

張力が大きくなる。このように、応荷重装置で最大引張力は維持されつつも、架線電圧の

変化に応じてインバータからモータに出力される電力の最大値が変化するため車両性能が

変化し、力学的な加減速度に影響する。しかし、パンタ点で見ると電圧が変動してもイン

バータの要求する電流は同じである。したがって饋電回路モデルでは車両を電流源とみな

して計算できる。 

ここで引張力の性質をまとめると、 

１． 応荷重装置で最大引張力が決まる 

２． 架線電圧でモータの最大パワー点が決まる 

３． 車両が最大パワー点の速度より速い領域で走行している場合に架線電圧変動の影響

を受けて引張力が変化する 

ということになる(図 3-9)。 

 

図 3-9 引張力特性・回生性能曲線の変化 
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こうして見ると静的なパラメータは電流だけであり、変電所の容量や周囲の列車状況、

さらには列車の位置による架線抵抗の電圧降下を考慮しなければならないことに加え、先

述の加減速度がパンタ点電圧の影響を受けることを考えると、数値計算では逐次演算が必

要であり、パラメータのほとんどは動的と捉えるべきである。そのため、次章に述べるよ

うな最適化計算では膨大な計算量を“うまく”処理するための手法が重要であり、鉄道研

究においても様々な数理的手法が提案されている。 
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4. 最適制御問題としての省エネルギー運転曲線の設計 

 省エネルギー化を実現するには、まず列車の運転曲線を考察する必要がある。その理由

は、列車の運転曲線からその駅間を走るのに要するエネルギーが計算できるからである。

つまり、駅間を走るのに必要なエネルギーを最も小さくすることを目的とした運転曲線の

最適化を行えば、ソフトウェア的手法で列車の省エネルギー化が達成できることになり、

このとき電気設備の改造は必要としないため安価に実行できる。 

 しかし、列車の運動を力学モデルで計算しようとするとその複雑な拘束条件から関数が

非線形になる等で複雑になり、さらには前節で述べた饋電回路演算を逐次行うことを考え

ると解析時間が膨大になることは容易に想像がつく。そこで、本章では解析時間を短縮す

るための数学的最適化手法を 2 つ取り上げ、鉄道力学をそれぞれの最適化手法に落としこ

む方法を説明する。 

まず運転曲線を最適化するにあたり、課題になるのは次の 5 つである。 

(i)走行抵抗の非線形速度依存性 

(ii)位置に依存する勾配抵抗 

(iii)速度制限がある、もしくは速度制限区間がある 

(iv)引張力(駆動力)、制動力の速度依存性 

(v)ノッチ入力が量子化されている 

たとえば(i)については 3 章で挙げた文献(2)にもあるように、列車の力学モデルは非線形の

速度依存性があり、他の課題についても複雑な要因が絡んでいる。したがって、解析に膨

大な時間を要する原因となっている。ここでは列車の消費エネルギーを評価関数とし、ノ

ッチを制御入力、速度、位置などを状態変数とした最適制御問題(1)を考える。 

 ここで、最適制御問題の条件を整理する。駅間距離をｄとすると、  

(a)駅に停車する列車の拘束条件 

 

𝑣(0) = 0……(4-1) 

𝑣(d)  = 0……(4-2) 

 

Eq.(4-1)(4-2)は列車が駅から発車するとき、駅に到着する時の速度は 0 であるということを

意味する。最適制御問題ではこのような初期条件と終了条件を含む問題を 2 点境界値問題

として扱うことが多い。 

(b)駅間を走行する列車の拘束条件 

 

0 ≤ 𝑣(𝑥) ≤ 𝑉(𝑥)……(4-3) 

 

Eq.(4-3)は列車が駅間を走行中に速度制限を受けることを意味する。この速度制限は走行路
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線環境に依存するもので、具体例を挙げれば曲線や駅ホーム進入前に設けられる。コンピ

ュータを用いて最適制御問題を解く場合には式(4-3)のような不等式拘束条件は等式拘束条

件に変換するほうが利用しやすい。そこで、ここで不等式拘束条件を等式拘束条件に変換

するために変数 u を用意する。この u は一般にダミーの制御変数と呼ばれる。この u を用

いると式(4-3)は式(4-4)のように変換される。 

 

𝑣(𝑥) =
1

2
𝑉(𝑥) sin(𝑢) +

1

2
𝑉(𝑥)……(4-4) 

 

不等式拘束条件をこのように三角関数をうまく利用することによって等式拘束条件に変換

して付帯条件とし、最適制御問題を解いていく。このとき、制御入力はできるだけ陽に含

まれるように設定することが望まれている。 

 

4.1. 変分法 

 最適制御問題を解く手法の一つに変分法がある。変分法では評価関数に汎関数を用いる。

そして重要なのは、その汎関数を決める変関数である。この変関数のうち境界条件や連続

性を満たすものは許容関数と呼ばれる。ここで、許容関数は連続性を満たすことが特徴的

で、後に述べる動的計画法では連続値は扱えない。この許容関数の中で汎関数の変化率を

ゼロにすること、つまり停留することが変分法の目的であり、変分法の問題である。ここ

で、変分法で扱う各関数を整理した図を図 4-1 に示す。 

 

 

図 4-1 変分法問題 
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次に変分問題における多変数とパラメータ処理手法について説明する。前章で述べたと

おり、鉄道の運動は複雑で変数もかなり多い。多変数の問題は、変換数ベクトルとパラメ

ータを導入して対応する。本論文の場合では、列車の速度を式(4-5)(4-6)のように定義する。 

 

𝑣 = y1(𝕡1 , 𝑥 )……(4-5) 

𝕡1 = (p10 , p11, p12, ……p1n)……(4-6) 

 

このように表現することで列車速度に関係する多変数を扱うことができるようになり、

独立変数もパラメータを利用して表現することで計算しやすくしている。 

続いて評価関数であるが、𝕡1、 𝕡2、𝕡3をそれぞれ力行、惰行、制動のパラメータとし、

ノッチオフ位置を d1、制動開始点を d2とすると、評価関数は式(4-7)で表すことができる。 

 

𝐸𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 𝑓 (𝑑1 , 𝑑2 , 𝕡1 , 𝕡2 , 𝕡3 )……(4-7) 

 

次に拘束条件であるが、式(4-1)(4-2)の条件を変分法で表現すると式(4-8)(4-9)のようになる。 

 

𝑣(0) = ( y1(𝕡1 , 𝑥 ))𝑥=0 = 0……(4-8) 

𝑣(d) = ( y3(𝕡3 , 𝑥 ))𝑥=𝑑 = 0……(4-9) 

 

さらに、これらを変形すると 

 

y1(𝕡1 , 𝑑1 ) −  y2(𝕡2 , 𝑑2 ) =  0……(4-10) 

y2(𝕡2 , 𝑑2 ) −  y3(𝕡3 , 𝑑3 ) =  0……(4-11) 

𝑦1(𝕡1 , 0 ) = 0 ; 𝑦3(𝕡3 , d ) = 0……(4-12) 

 

式(4-10)(4-11)(4-12)より、拘束条件は関数 H を用いて式(13)のようになる。 

 

H(𝑑1 , 𝑑2 , 𝕡1 , 𝕡2 , 𝕡3 ) = 0……(4-13) 

 

ここで、列車の運動方程式を、連続値を扱う変換数 v(x)に落としこむ作業が重要になる。例

えば本論文では、力行の変換数として次の式(4-14)を考えた。ここでは力行の状態数を 4 つ

に分割し、それぞれの状態ごとに変関数を設定している。右肩の添字がその 4 つの状態の

番号である。これらの変関数を表現するために、パラメータ群を式(4-15)のように置いた。 
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𝑣(𝑥) =
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𝒑1 = (𝑝11
(1)…𝑝14

(1) 𝑝11
(2)…𝑝16

(2) 𝑝11
(3)…𝑝15

(3) 𝑝11
(4)…𝑝15

(4) 𝑑1
(1)
…𝑑1

(3)
)……(4-15) 

 

これらの結果によれば、駅間を最も少ないエネルギーで走行する運転曲線の最適解は最大

力行→惰行→最大制動であるという先行研究(2)と同様の結果が得られた。 

 

4.2. 動的計画法 

 

4.2.1. 動的計画法とは 

 変分法などの解析的手法による最適化には、速度制限が非線形最適化問題としてみた場

合の状態変数制約になっていることでアルゴリズムが複雑になる問題点があった。しかし

最適制御問題を解く場合に、動的計画法を用いると、 離散制御入力や不連続関数を含むよ

うな問題でも R.Bellman の最適性条件(3)によって大域的最適解を単純なアルゴリズムの適

用によって得ることができる。 

 

4.2.2. R. Bellmanの最適性条件 

 R. Bellman の最適性条件とは、「最適政策は最初の状態及び最初の決定が何であっても、

残りの決定は最初の決定から生じる状態に関して最適政策を構成しなければならないとい

う性質を持つ(4)」ことである。(図 4-2) 
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図 4-2 R. Bellman の最適性条件の鉄道での考え方 

 

これによれば、次の計算アルゴリズム(5)を得て、図.4-3.のように計算することができる。 

(ｱ)状態空間を格子状に分割し、最適制御問題を N 個の位相面を持つ N 段階決定問題へと変

換する 

(ｲ)いま k 番目の位相面で格子点 S にいるとする。時間ステップ数ｋを k=N-1 とし、部分評

価関数のラベル Jk+1を読み、それにペナルティを足してラベル Jkを求める。 

(ｳ) Jkの最適な制御入力と、そのときの Jkをラベルとして S に貼る。この作業を位相面の

すべての格子状で行う。 

(ｴ)時間を遡って一つ前の位相面へ移り、(ｲ)(ｳ)の作業を行う。これを k=0 まで繰り返す。 

(ｵ)k=0 から k=N に向かって、図.4-4.のように順にラベルをたどりながら最適制御入力を選

べば、最適化結果が得られる(6)。 

 このように、変分法とは違い制御入力や関数に連続性を必要としないことが有利な点で

ある。さらに、問題の規模に対する計算量の依存性は、意思決定段階数の増加に伴い、指

数関数的ではなく、ほぼリニアに増加するのみであるため、計算量を抑えることができる。

そして、ステップごとに格子点を考えるため、外乱で経路が乱れた場合にもすぐに最適経

路に修正することができる。 

 

4.2.3. 拘束条件の処理 

 動的計画法にとって、不等式の拘束条件は有利に働く。図.4-5,4-6 に状態空間と速度制限

のある運転曲線を示す。このように速度制限を設けると、格子点の数が減るために、5-2.(ｳ)

の計算数を減らすことができる。さらに、列車の運転曲線で経験的に解になり得ない点を

図 4-7 のように削っておくとさらに計算が高速化される。しかし、等式制約からずれた場合

にペナルティを課す設定を考えた場合、このペナルティが大きすぎると最適化の目的がず

れる可能性があるため注意が必要である。このペナルティとは、具体的に終端(到着駅)に確

実に到達する可達性を保証するために評価関数に付加される。ここで見られるようにペナ

ルティが小さいと可達性が保証されなくなり、逆に大きくすると最大制動が得られないよ

うになる。ペナルティの議論は文献(7)を参照されたい。 
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図.4-3 各位相面での最適軌道探索 

(文献(6)を参考に著者作成) 

 

図.4-4 複数の位相面間での最適経路探索 

(文献(6)を参考に著者作図) 
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図 4-5 通常の運転曲線と格子点 

 

図 4-6 速度制限による格子点の削減 
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図 4-7 経験的に計算不要な格子点を削った運転曲線と格子点 

 

4.2.4. 動的計画法の応用 

 図.4-4.では位相面を時間で区切ったが、これを位置で区切る手法も考えられる。つまり

位置 x を独立変数として時間を状態変数に組み込んで扱えば、可達性が保証される。これ

は列車が後退しないという鉄道運行の性質を利用した手法である。しかし、この場合には

駅に到達するまでの走行時分にずれが生じる恐れがあるため、走行時分の誤差をペナルテ

ィとして付加する必要がある。 

 

4.3. 最適制御問題まとめ 

 本章では列車の複雑な非線形モデルを最適制御問題に落としこむ手法を先行研究に習っ

て説明し、駅間を最も少ないエネルギーで走行する運転曲線パターンが最大力行→惰行→

最大制動であることを確認した。これらの結論を受けて、次章では路線環境を考慮した省

エネルギー運転手法を説明する。 
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5. 省エネルギー運転 

5.1. 省エネルギー運転とは 

 省エネルギー運転とは、与えられた走行時分内である駅間を走行したとき、消費エネル

ギーが最も少なくなる列車運転のことである。前章の最適化研究の結果によれば省エネル

ギー運転パターンは最大力行・惰行・最大制動であった。これは列車がある駅間を最も少

ない力行エネルギーで走行するには、できるだけ惰行時間を多くとればよいということを

意味する。ここで力行エネルギーと限定しているのは、列車が駅間を走行するのに必要な

エネルギーは力行エネルギーの他に後に述べる補機の消費するエネルギーも考慮する必要

があるためである。惰行時間を多く取るということは列車の力行をやめるノッチオフ速度

を低く設定でき、また制動による損失が最小限に抑えられるということである。 

ここで走行時分に注目すると、走行時分と消費エネルギーの間にはトレードオフ関係が

あり、走行時分に余裕があると消費電力量を減らすことができることが知られている (1)(2)。

これは上でも述べた惰行時間を伸ばすことができるためである。しかし、最高速度や走行

時分に制限がある場合には省エネルギー運転のパターンが定速度運転を含めたパターンに

変化する。そこで本章では運行管理を考えた省エネルギー運転パターンについて述べる。 

 

5.2. 運行管理を考えた省エネルギー運転 

 鉄道事業の主眼は旅客サービスであるため、駅間はできるだけ早く走りたいというのが

乗客及び事業者の希望であり、それを定常的に叶えるために運行ダイヤが定められている。

したがって、省エネルギー運転はこの運行ダイヤの中で実現するべく検討しなければなら

ない。本論文では前述のように運行ダイヤの中、つまり運行管理の中で最も少ないエネル

ギーで駅間を走行するための手法を提案する。先行研究(1)では、駅間を最も少ない力行エネ

ルギーで走る運転曲線が提案されており、定速度運転も考えると図. 5-1～5-4 のようになる。 

それぞれの図について式(5-1)を条件に詳しく説明すると、まず図 5-1 は惰行時間が無い

ため図 5-1～5-4 の中で最も多くのエネルギーを消費する。しかし、走行時分は最も短く、

駅間を早く走ることができる。この運転は特にオフブレーキ運転と呼ばれる。 

 次に図 5-2 は力行の後に定速度運転が入っている。これは図 5-1 ほど駅間をはやく走るこ

とはできないが、最高速度を抑えている分エネルギーを抑えることができる。(最高速度を

抑えてエネルギーを抑えることができるのは運動エネルギーが速度の 2 乗に比例すること

に加え、走行抵抗が高速域で大きくなることを考えれば明瞭であろう)。 

 次に図5-3は惰行時間を入れることで図5-2ほど早くは走れなくともエネルギーをより抑

えて走ることができる。 

 最後に図 5-4 は最も省エネルギーな運転曲線であるが、この中で一番走行時分が長い。 

 これらの図から走行時分、消費エネルギーについて定式化すると式 5-2、5-3 のような関

係になる。したがって与えられた運行ダイヤの走行時分を見て図 5-4 から図 5-1 の順に運転
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曲線を計画すればよいことになる。なお、図 5-1 でも走行時分内に収まらない時はノッチオ

フ速度を大きくし、図 5-4 でも余裕時分がある場合にはノッチオフ速度を下げれば良い。 

 

Va = 𝑉𝑏 = 𝑉𝑐 = 𝑉𝑑……(5-1) 

Ta < 𝑇𝑏 < 𝑇𝑐 < 𝑇𝑑……(5-2) 

Ea > 𝐸𝑏 > 𝐸𝑐 > 𝐸𝑑……(5-3) 

 

図 5-1 力行と制動のみで走行した場合の運転曲線(オフブレーキ) 

 

図 5-2 力行、定速度運転と制動で走行した場合の運転曲線 
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図 5-3 力行、定速度運転、惰行、制動を扱った運転曲線 

 

図 5-4 定速度運転のない力行、惰行、制動で走行した場合の運転曲線 
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6. 省エネルギー運転手法の評価 

 

6.1. 2つの最大制動 

 先述の最適制御問題ならびに省エネルギー運転パターンで得られた結果によると、惰行

時間を増やすために最大制動が考えられていた。しかし、ここには 2 つの最大制動の解釈

がある。図 2-3 で述べたように、電気鉄道のブレーキは電気ブレーキと機械ブレーキで成り

立っているが、この最大制動とは 

(I)電気ブレーキと機械ブレーキ両方を用いた電空協調ブレーキでの制動 

(II)電気ブレーキ、とりわけ回生ブレーキの性能だけで得られる制動 

がある。そこで、明かり区間を図 5-4 のような力行、惰行、制動のパターンで誘導機車両 1

編成が走行したときの消費エネルギーを評価する。 

 

6.2. 運行管理と省エネルギー運転 

 本論文の目的である運行計画、そして将来的に運転整理の議論に省エネルギーの視点を

入れるには運行ダイヤを守らなければならない。つまり、走行時分を守ることが運転法を

考える上で重要になる。そこで走行時分を守るという制約を考えると、省エネルギー運転

の方法は次の 2 つに絞られる。 

(Ⅰ) ノッチオフ速度を下げ、強いブレーキをかける 

(Ⅱ) 回生ブレーキのみで制動を得られるように(機械ブレーキを立ちあげないように)ノッ

チオフ速度を下げずにブレーキを早い時点からかけはじめる 

これらはそれぞれ 6.1 の(I)(II)に対応し、これらの運転方法を取り入れた場合の運転曲線を

図 6-1 に示す。(Ⅰ)ではノッチオフ速度を下げて時間がかかった分を強いブレーキをかけて

補い、(Ⅱ)では(Ⅰ)のブレーキよりも緩い回生ブレーキのみを使って時間がかかった分を最

初の力行で補っている。この(Ⅱ)の運転手法は ATO(Automatic Train Operation)システム

だけでなく、手動運転車両でも実現できることが近年の研究成果として報告されている(1)。

これらはいずれも有効な手段ではあるが、先述の通り一般に走行時分と消費電力量はトレ

ード・オフの関係にあるため(2)、両者を同時に実現することは不可能である。そこで、これ

ら 2 つの手法を比較検討していくことにする。 
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図 6-1 2 つの省エネルギー運転手法による運転曲線 

 

6.3. 列車運転のモデル化とエネルギーの計算方法 

 

6.3.1. 運転モデル 

今回の検討では通勤電車をモデルに、架線電圧が一定の条件で図 6-1 に示すような 2km の

駅間を力行－惰行－制動で運行することを考える。ここでは、再力行は行わない。そして、

走行時分と消費電力量の対応を見るために、ノッチオフ速度を変化させた場合に、消費電

力量がいくらになるのかを計算した。なおノッチオフ速度とは、列車が力行から惰行に入

った時の速度を言う。また、次節で述べる目的で、一定の勾配のあるケースも考えた。 

 

6.3.2. 勾配を考える意味 

 列車が駅間を走行する際にエネルギーを損失する一因として走行抵抗がある。その中で

も本論文では勾配抵抗に注目し、上り勾配 2‰、平坦、下り勾配 2‰を設定し、それぞれで

数値計算を行った。その理由は、まず勾配抵抗は列車の加速度に大きく影響することにあ

る。上り勾配であれば力行時にエネルギーを大きく消費する要因になるが、制動時には減

速の手助けになる。下り勾配はその逆である。本論文で検討する 2 つの運転手法はエネル

ギーの観点で見れば、 

(Ⅰ)力行エネルギーを削減する運転手法 

(Ⅱ)制動時にエネルギーを効率よく回収する運転手法 

の比較であるため、勾配が影響するところが大きいと考える。 
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また、勾配は列車の位置エネルギーを変化させる。上り勾配であれば力行エネルギーの

一部は列車の位置エネルギーになり、下り勾配であれば列車の位置エネルギーが列車の力

行エネルギーと回生エネルギーになる。さらに、走行時分の観点では列車の引張力は応荷

重装置が働く場合であれば車重で決まるため、勾配は加速に要する時間にも影響を与える

ことになる。 

 

6.3.3. ブレーキのかけ方 

 (Ⅰ)の運転手法では遅れ込め制御の入った電空協調ブレーキを用いる。電空協調ブレーキ

のうち機械ブレーキは列車の運動エネルギーを摩擦熱として捨てることになるが、確実に

制動力を得ることができ、この制動力は回生ブレーキよりも大きいため走行時分を縮める

上では有効である。今回の電空協調ブレーキの減速度は常用最大ブレーキの 3.5km/h/s に

設定した。 

(Ⅱ)の運転手法では電空協調ブレーキの機械ブレーキを立ちあげないように減速度を調整

しながらブレーキをかけ、回生ブレーキのみで最大限の制動を得られるようにする。図 2-3

にもあるように、回生ブレーキだけでは高速域で大きな制動力を得られないため減速する

のに時間を要するが、エネルギーの視点で見れば列車の運動エネルギーを最大限電気エネ

ルギーに変換することができる。 

 

6.3.4. エネルギーの計算方法 

 消費電力量 Ep [kWh]と回生電力量 Er [kWh]の計算には式(3-1)～(3-3)を用いた。そして、

評価するエネルギー量 E[kWh]は式(6-1)とする。 

 

E = Ep-Er ……(6-1) 

 

この式はある列車が力行で消費したエネルギーのうち、どれだけの運動エネルギーを回生

エネルギーとして他車に還元できたかを示し、1 列車の正味の消費エネルギー量となってい

る。 

 

6.3.5. 回生失効と回生率 

 2.1.2 で述べた回生ブレーキの制約を考慮して、理論上回生できるエネルギーのうち、他

の力行車で消費された割合(回生率)を検討した。これはある列車が回生ブレーキを使って生

み出した回生エネルギーの一部が他の力行車に利用された場合を想定している。本論文で

は、回生のための周囲の状況が複雑に変化し、結果的に全回生電力量のうち 50％と 30％が

回生された場合を検討した。つまり、式 6-1 の Er が 50％、70％減少することを考える。

この場合は列車が回生ブレーキ制動中に重負荷回生から軽負荷回生に変化して回生性能曲

線は図 6-2 に示すように回生ブレーキで制動できる領域が狭くなるが、広義の回生失効の定
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義により、後に軽負荷回生から重負荷回生となって回生ブレーキの最大性能が再度維持で

きる状況に変化したときに制動力が再び回生性能曲線に乗る(復帰する)ことを考えている。

そのため、軽負荷回生時は図 6-2 の青線-紫線の間の分だけ機械ブレーキで補足する。これ

は回生絞り込みが起こるかどうかの不確定要素に依存せず、力行エネルギーを削減する(Ⅰ)

の手法に優位性があるかどうかを分析する上で重要である。 

 

 

図 6-2 本論文での回生率と引張力特性の考え方 

 

6.4. 運転曲線の計算結果と省エネルギー運転法の傾向分析 

定員乗車で計算を行い、得られた走行時分と消費電力量の関係を図 6-3 に示す。各図の凡例

の「機械ブレーキ」と「電空協調ブレーキ」が(Ⅰ)の手法に対応し、「電力制限回生ブレー

キ」と「回生ブレーキ」が(Ⅱ)の手法に対応している。 
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6.4.1. 全体に見られる傾向 

走行時分を縮めるのに必要なエネルギーについて考える。消費電力量に注目すると、駅

間を早く走ろうとするほど消費電力量は大きくなっている。 

そして、グラフの傾きに注目すると、最短時間に近づくほど 1 秒縮めるのに必要なエネル

ギーが大きくなっている。これは惰行時間が短くなるために見られる普遍的な傾向である。

ここで、このグラフの傾きの大きさを(Ⅰ)と(Ⅱ)で比較すると、(Ⅰ)より(Ⅱ)のほうが大きい。 

(Ⅱ)の運転手法は(Ⅰ)に比べて惰行時間を多く取ることができないため、(Ⅱ)の手法で早く

走ろうとすると惰行時間を大きく削ることになる。したがって、グラフの傾きの絶対値は

(Ⅰ)に比べて(Ⅱ)が大きくなっている。 

また、グラフの左端に注目すると、(Ⅱ)の運転手法では(Ⅰ)の運転手法より早く走ることが

できないことがわかる。これは高速域において回生ブレーキの減速度が小さいためである。 

 

6.4.2. 回生失効しない場合における回生ブレーキの大きな優位性 

 回生ブレーキが列車の省エネルギー運転に貢献する優位性を考える。図 6-3 の(a)～(c)は、

各勾配における消費電力量と走行時分の関係である。図 6-3 の各グラフにおいて同じ走行時

分で見ると、回生失効しない場合ではどのケースでも(Ⅱ)の運転手法が消費電力量が少なく

なっている。したがって、回生失効しない路線では(Ⅰ)の手法より(Ⅱ)の手法の方が、省エ

ネルギー効果が非常に大きく、この結果から今後列車の ATO を設計する際の思想として、

回生ブレーキを精一杯活用する運転法が良いと結論付けられる。 
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(a) 勾配 0‰ 

 

(b) 上り勾配 2‰ 
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(c) 下り勾配 2‰ 

図 6-3 定員乗車時での消費電力量と走行時分の関係 

 

6.4.3. 回生失効が回生ブレーキの優位性に与える影響 

 前節において、回生失効しない場合においては回生ブレーキを使った運転はいかなる条

件においても省エネルギー運転法に有効であるということを明らかにした。しかし、現実

には回生失効が起こりうるのでその影響を簡易なケーススタディを通して分析する。 

ここで、(Ⅰ)と(Ⅱ)の運転手法の消費電力量を同じ回生率の元で比較する。図 6-4 の(a)～(c)

に、グラフの交差点に注目した図 6-3 の拡大図を示す。まず走行時分が長いところでは(Ⅱ)

の運転手法のほうが消費電力量が少ない。しかし、走行時分走行時分が短くなるとグラフ

が交差し、(Ⅰ)の運転手法のほうが消費電力量が小さくなる。これらのことから、回生エネ

ルギーの回生率が下がると、ノッチオフ速度を下げた運転手法の方が有利になる領域が広

がる傾向がわかる。この理由は 6.4.1 で述べた惰行時間による影響である。 

しかし、回生失効が起こる場合で速く走らない限り運転方法による消費電力量の差は小

さい。したがって、運転法を使い分ける場面は次の 2 つの場合に限られるものと考えられ

る。 

・短い走行時分で駅間を走りたい場合 

・回生失効が生じない路線の場合 
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6.4.4. 勾配抵抗が与える影響 

 勾配抵抗が列車の加減速、走行時分ならびに消費電力量に与える影響を考える。 

ここで同じ回生率における、走行時分が長いところでの 3 つのグラフの間隔に注目すると、

図 6-4 の(c)、(a)、(b)の順に開いている。これは上り勾配では列車の力行エネルギーが列車

の位置エネルギーと運動エネルギーになり、力行時に扱う電力量が増える一方で、回生ブ

レーキで扱う回生電力量が減っているためである。逆に下り勾配は列車の力行エネルギー

の他に列車の位置エネルギーが運動エネルギーになるため、力行時に扱う電力量が減り、

回生ブレーキで扱う回生電力量が増えるためである。つまり、下り勾配時では回生制動を

活用することの優位性が高くなり、さらに時間に余裕のある場合には無理に加速をしない

方が、消費エネルギーが少なくなる。 
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(b) 上り勾配 2‰ 

 

(c) 下り勾配 2‰ 

図 6-4 グラフ交差点に注目した図 3 の拡大図 
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6.5. 第 6章まとめ 

本章では 4 章で得られた省エネルギー運転の最適解の最大制動の部分に注目し、回生ブ

レーキによる最大制動、つまり回生ブレーキを最大限活用する運転手法が大きな省エネル

ギー効果が得られることを明らかにした。しかしその一方で回生失効が起こる場合や走行

時分に強い制限がある場合にはノッチオフ速度を下げて力行エネルギーを減らす運転手法

が大きな効果が得られることもわかり、条件に応じて使い分けるべきであるとの結論を得

た。 
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7. トンネル区間を走るリニアモータ車両と補機の影響評価 

 6 章では車両の電動機による力行エネルギーと回生エネルギーを分析することにより省

エネルギー運転手法の優位性の分析を行った。ここで回生失効に着目すると、ある車両の

生み出す回生エネルギーは車両の電動機だけでなく空調などの補機が消費することも考え

られる。つまり、車両の補機は回生負荷のひとつであるために回生率の議論で一度取り上

げる必要がある。本節では、車両の補機電力が省エネルギー運転手法にどの程度影響する

のかを考察する。 

 

7.1. 車両の補機電力を検討する目的 

 

7.1.1. 列車の消費エネルギーと走行時分の関係 

 列車の電動機の消費エネルギーと走行時分は一般的にトレードオフの関係にあることが

知られており(1)、前節でのその関係性を確認した。しかし、補機の消費するエネルギーは走

行時分に比例して増加するので電動機と補機の両方を足しあわせた列車の消費エネルギー

は単調減少にならない可能性がある。図 7-1～7-3 に概念図を示す。図 7-3 は図 7-1，7-2 の

和であるが、ここでは消費エネルギーと走行時分の関係に最小点があり、省エネルギー運

転においての最適点が見つかっている。そこで本節では、補機の消費するエネルギーが実

際の基準運転時分にどの程度影響を及ぼすのかを試算した。 

 

 

図 7-1 電動機の消費エネルギーと走行時分の関係の概念図 
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図 7-2 補機の消費するエネルギーの概念図 

 

 

図 7-3 車両が消費するエネルギーの概念図 
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7.1.2. 等増分消費エネルギー則(2)
 

 列車の消費エネルギーと走行時分の関係性を応用して、駅間走行時分の配分最適化によ

る省エネルギー化が検討されている。これは始発駅から終点駅までの総走行時分は変えず

に、途中の駅間走行時分を調整し、余裕時分配分を考えることで省エネルギー化を図るも

のである。 

等増分消費エネルギー則とは、文献(2)で提唱されている駅間走行時分の最適化モデルで

ある。駅間 i において、駅間走行時分 Tiに対する消費エネルギーWiが単調減少の関数 Wi(Ti)

で表されるとき、ラグランジュの未定乗数法を用いるとすべての駅間合計の消費エネルギ

ーを最小にする走行時分が求まり、それは各 iにおけるWi(Ti)の傾きが一致するときである。 

 

7.2. 検証方法 

 

7.2.1. エネルギーの計算条件 

 本論文ではリニア地下鉄を想定して運転曲線の計算をすることにより力行・回生エネル

ギーを得た。その際の架線電圧と補機の消費電力は走行中一定とし、回生失効は起こらな

いものと仮定する。また、走行パターンは力行・惰行・制動とし、乗車人数は定員乗車と

している。 

 

7.2.2. 力学モデルと運転曲線の計算 

 本論文で扱うモデルは地下鉄道なので、列車の走行抵抗 Rr [N]の計算には下記の式(3)(4)

を用いる。明かり区間の走行抵抗 Rr1 [N]、ンネル区間の走行抵抗 Rr2 [N]を式(7-1)(7-2)

に示す。 

 

𝑅𝑟1  =  9.8[(1.65 +  0.0247𝑣)MM  + (0.78 +  0.0028𝑣)MT  + {0.028 +  0.0078(𝑛 −  1)}𝑣
2]

……(7-1) 

𝑅𝑟2  =  9.8(2.088 +  0.0394𝑣 +  0.00067𝑣
2)M……(7-2) 

 

MM は電動車質量[t]、MT は付随車質量[t]、n は編成両数、v は速度[km/h]、M は乗客

を含めた列車質量[t]である。明かり区間とトンネル区間を走る列車の走行抵抗の違いを図

7-4 に示す。ここでは 1M1T の 2 両編成の車両を想定し、出発抵抗に係る速度 6km/h 以下

の部分は除外している。なお、車両数が大きくなると Rr1のグラフの傾きは速度が大きくな

るに従って顕著に大きくなる。 
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図 7-4 明かり区間とトンネル区間での走行抵抗と列車速度の関係 

 

7.2.3. ブレーキのかけ方 

 本章では電空協調ブレーキを扱うが、省エネルギー運転に注目して 6.3 で説明した(II)の

制動時にできるだけ回生ブレーキに負担させる運転手法を用いる。図 7-5 にリニアモータの

ブレーキ性能曲線を示す。誘導機車両とは異なり、リニアモータ車両の回生ブレーキはあ

る速度以下になると比例して制動力が低下する。 

 

図 7-5 リニアモータ車両における電空協調ブレーキ使用時の列車速度と回生ブレーキ負担

割合の関係 
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7.2.4. 列車長を考慮した数値解析と補機のエネルギーの計算 

 電動機のエネルギーの計算は 3.1 で説明した内容に沿って行う。 

一方、補機の消費するエネルギーは季節によって大きく異なるため、本論文では冷房を

使う夏季と暖房を使う冬季それぞれにおいて計算を行った。 

 本章では仮想的な路線を走行した場合の数値解析に加えて、実路線の勾配、曲線等の情

報を元に列車長を考慮した列車抵抗の算出を行い、数値解析を行った。 

ここで勾配や曲線などの列車抵抗を考慮する理由を述べる。補機の消費するエネルギー

は列車の走行時分が長くなるほど大きくなるが、その影響を受けるかどうかを考えるには

相対的に電動機の消費エネルギーを考えなければならない。電動機の消費エネルギーの増

減は列車抵抗の大きさに左右される。したがって補機の影響を評価するためには様々な路

線を想定したケーススタディが必要であるため、表 7-1 のように 4 つの路線ケースで計算

した。Case 1～3 は仮想的な路線で、補機の影響を一般的に評価するために行った。Case 4

はリニア地下鉄の走行する実路線で、勾配と曲線が距離に応じて変化する要素を含んでい

る。ここでは実路線上での補機の影響を調べている。 

 

 

 

 

7.3. 数値解析結果 

 図 7-6～7-9 に Case 1～4 の数値解析によるエネルギーの計算結果を示す。各図の(a)(b)

はそれぞれ夏季と冬季を指している。 

 

7.3.1. 全体の傾向と補機の影響 

 図 7-6～7-9の電動機と補機を合わせた消費電力量と走行時分の関係を見ると、図 7-6（a）

の水平区間の 115秒以降を除くすべての領域で単調減少となっている。これらの結果から、

基準運転時分で走行する範囲では消費エネルギーと走行時分の関係がトレードオフである

という結果に一般性があることがわかり、Case4 の図 7-9 の結果からも理想より複雑な実路

線のケースでもトレードオフ関係が確認された。したがって等増分消費エネルギー則は一

般的に有効である。 

Table 7-1. Four case studies. 

Running pattern Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 

Gradient 0 ‰ 12.5 ‰ -12.5 ‰ variability 

Distance 1000 m 1000 m 1000 m 670 m 
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7.3.2. 単調減少でない場合 

 図 7-6（a）の水平区間の 115 秒以降では単調減少から単調増加に転じる最小点が見られ

た。この領域を詳しく分析すると、最小点になる時のノッチオフ速度は 42km/h のときであ

ることがわかった。 

 

7.3.3. 等増分消費エネルギー則が適用できる場合とできない場合 

 図 7-6（a）では最小点が 115 秒あたりで見つかったが、図 7-9 を見るに、一般的な基準

運転時分を考えると等増分消費エネルギー則の適用には影響なく、これはダイヤ乱れ時で

あっても影響はないものと考える。その理由を考察すると、まず複数駅を含むある駅間を

走行するのに要する時間を TTotal、各駅間で電動機が消費するエネルギーの総和を EA、各駅

間で補機が消費するエネルギーの総和を EBとすると、TTotalが決まると EBは一意に決まる

ため EBは TTotalの関数と考えることができる。一方、EAは単調減少であることが図 7-6～

7-9 で明らかになったので EAを最小化するような駅間走行時分の配分最適化を考えれば良

い。また、回生失効が起こる場合についても EAは単調減少であることに変わりないので適

用は可能である。また、ダイヤ乱れが生じた場合には TTotalが変化するため EB も変化する

が、前述のとおり EBは TTotalの関数で単調増加であるため、最適化問題のモデルを変える

ことなく解くことが可能である。 

しかし、一方でローカルに補機電力に変化が起こる場合には、等増分消費エネルギー則

を適用するにあたって再考が必要とされる。この場合にはまず EA を最小化する解が TTotal

を最小にする解とは必ずしも一致しない。したがってこの場合には ETotalを最小化する最適

化問題を考える必要があり、その制約条件の一つに「駅間走行時分が長くなり過ぎないこ

と」が加わることになる。具体的には駅間ごとに空調の電源を ON/OFF する場合や、長い

駅間を走行する際に早めにノッチオフして惰行でゆるゆると走る場合である。 
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(a) 夏季 

 

(b) 冬季 

図 7-6 0‰勾配での消費エネルギー量と走行時分の関係 
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(a) 夏季 

 

(b) 冬季 

図 7-7 12.5‰勾配での消費エネルギー量と走行時分の関係 
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(a) 夏季 

 

(b) 冬季 

図 7-8 -12.5‰勾配での消費エネルギー量と走行時分の関係 
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(a) 夏季 

 

(b)冬季 

図 7-9 実路線での消費エネルギー量と走行時分の関係 
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7.4. 得られた知見のまとめ 

本章では、補機の電力が一定であれば、その影響を考慮しても一般的な運行管理の中にお

いて消費エネルギーと走行時分の間にはトレードオフの関係にあることを明らかにした。

そして等増分消費エネルギー則の適用に際して補機電力の時間的推移がある場合には電動

機の消費エネルギーを最小にする解と電動機と補機を合わせた消費エネルギーを最小にす

る解が一致しないため制約条件を追加して最適化問題を考える必要がある。 
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8. 現車試験による省エネルギー運転手法の効果の検証 

 

8.1. 現車試験の目的 

2.1.2 で述べたように、回生電力を利用して大きな省エネルギー効果が得られる可能性が

あるにもかかわらず、その本来の性能が十分に発揮されていないのが現状である。これら

の対策として回生変電所や蓄電装置の利用などが研究されているが、このようなハードウ

ェアの改造を必要とせず、運転方法を工夫することによって回生電力の効率的な利用を実

現し、省エネルギー効果が得られることが知られている(1)。そこで筆者らは他車が効率的に

回生電力を利用できるように、5 章で述べた運転曲線の最適化研究の成果として知られてい

る最大力行、惰行、最大制動という考え方に高速域で弱いブレーキを積極的に用いる電力

制限回生ブレーキを考案し、周囲の列車状況を把握できないという一般的な条件下で回生

時に架線電圧を抑制し、回生絞り込みを回避することを目的とした現車試験を行った。 

また、本論文での省エネルギー運転手法は一般的な運転操作とは異なり徐々にブレーキ

を強めていく操作である。このようなブレーキ操作は新幹線で見ることができると聞くが、

最高速度が大きく駅間の長い新幹線では省エネルギーとは別の理由でそのような操作は自

然であり、また ATC の存在が最悪の場合でも行き過ぎによる危険性から列車を防護してい

るという安心感もあろう。これに対し本論文で対象としている路線は都市鉄道で駅間が短

いため、そのような操作が本来困難であるが、そのような状況においてもマニュアル運転

で省エネルギー運転が実現できるように運転士に運転支援を行うことに特徴がある。 

ここで、支援指示からブレーキの立ち上がりまでに遅延が生じるため、この操作遅延を

考慮した運転支援アルゴリズムを実装して成果を得た。本論文手法は運転操作系に直接関

与しないため安全性は確保されており、さらに列車は位置と速度で管理していることから、

アドオンで既存車両に適用可能であり、低コストで実現可能である。 

 

8.2. 省エネルギー運転と運転支援システム 

 

8.2.1. 検証する省エネルギー運転パターン 

 6.2 で述べた 2 つの運転手法について、どちらが省エネルギー効果が大きいのかを比べる

と、6.4 での結果から回生失効しない場合では(Ⅱ)の運転手法のほうが、省エネルギー効果

が大きいことがわかった。そこで本現車試験では、周囲の列車状況を把握できないという

一般的な条件下で、1 列車ができる最大限の省エネルギー効果を狙い、機械ブレーキを立ち

上げず、回生ブレーキで多くの制動力を得る運転手法によって得られた成果と課題を報告

する。 
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8.2.2. 回生電力有効活用のための電力制限回生ブレーキ 

 本現車試験の目的は電空協調ブレーキの機械ブレーキを立ち上げずに、できるだけ回生

ブレーキだけで制動すること、つまり運転士に回生性能曲線に沿ってブレーキをかける操

作を実行してもらうことである。図 2-3 の回生ブレーキの制動力と速度の関係を見れば、高

速域で回生ブレーキを利用し、かつ強い制動力を得ようとすれば非常に大きな回生電力を

生み出していることがわかる。したがって、筆者らは機械ブレーキを立ち上げずに回生ブ

レーキだけで駅に止まるという目的に加え、回生絞り込みを抑えるための工夫として図 8-1

の V0を小さくして最大パワーを抑えるブレーキ制動手法「電力制限回生ブレーキ」を考え

た。図 8-1(b)によれば、V0 が大きければ回生電力が大きくなることがわかる。これだけで

は完全に回生絞込みや回生失効を防ぐことはできないが、周辺の列車と情報通信して路線

状況などを把握することができない一般的な条件においては最大の効果を得るものである。

そして、後に述べる運転支援のために、図 8-1(a)に示すようなブレーキを離散化したノッチ

指令を考える。 
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(a)電力制限回生ブレーキ 

 

(b) 回生パワー出力 

図 8-1 モータ性能とブレーキ力の関係(2) 
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8.2.3. 回生率の定義 

 本現車試験においては、2 章で述べた回生失効および回生絞り込みを最小限に抑えること

を目的としている。そこで、本章では回生率を式(8-1)式で定義し、省エネルギー効果の評

価指標として扱う。 

 

回生率 =
動力車の回生エネルギー

編成全体のブレーキ制動エネルギー
× 100……(8-1) 

 

8.3. 運転支援の提案 

 

8.3.1. 省エネルギー運転の難しさ 

 一般的な運転士は、列車が次駅でオーバーランしないように惰行距離を縮めて早めに強

いブレーキを掛けて速度を落とす運転方法を行う。しかし、省エネルギー運転で扱う電力

制限回生ブレーキは高速域で早めに緩いブレーキをかけ、速度が低下すると徐々に強いブ

レーキを入れるという方法で一般的な操作方法とは大きく異なる。加えて、列車速度によ

り回生制動力が異なるため運転士によるマニュアル運転では実現は難しい。そこで本論文

では、ブレーキ制動時に速度制限があるような複雑な路線であっても、運転士のマニュア

ル操作で省エネルギー運転が実現できる運転支援手法を提案する。 

 

8.3.2. 運転支援方法のための列車情報の取得 

 この運転支援では列車の速度、位置、走行時間、き電電圧をリアルタイムに収集してい

る。そして、列車の将来の運転状態を比較的正確に推測し、運転士にノッチ操作の指示を

出す。図 8-2 にリアルタイムに情報を収集するための車上装置を示す。 

 

8.3.3. 支援意志の決定 

 本論文の支援意志の決定とは、車上装置でリアルタイムに収集した列車の走行情報から

基準運転時分以内に駅に到着し、かつオーバーランすることなく駅に安全に停止するため

の最も緩いブレーキパターンを決定することである。この決定は迅速に行わなければなら

ないため、予め支援開始位置での速度と残り時間に応じたブレーキパターンを複数用意し、

速度と時間を index にした「ブレーキ辞書」を準備しておく。図 8-3 に準備した index デ

ータを示す。しかし、支援開始位置を多く設けるとデータ量が膨大になり迅速に意思決定

ができなくなるため、支援開始位置は数カ所にとどめておく。しかしながら、支援開始位

置を複数設定する理由は雨や風などの天候はじめ外乱要素による影響をその都度補正し駅

の到着時間と停止位置を確実にするためである。 
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図 8-2 運転支援のための車上装置 

 

 

図 8-3 二次元ブレーキ辞書(2) 
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8.3.4. ブレーキ操作支援の方法 

 本論文でのブレーキ操作支援とは、決定したブレーキパターンに沿って列車を走らせる

ために、図 8-1 で離散化したブレーキノッチ操作を運転士に伝達することである。運転士が

円滑に運転支援の指令を受け取ることができるように、できるだけ操作が簡単で、連続す

る操作には一定の間を開けるなどの工夫をした。そして、運転台の側に支援モニタを設置

し、直感的にノッチ操作ができるようにした。また、音声スピーカからも雑音の中でも聞

き取りやすい女性の声で指令を読み上げるようにし、ノッチ指令は普段の運転士の習慣に

合わせ、ノッチ操作範囲の 3 段階に絞った。運転支援の様子を図 8-4 に示す。 

 

 

 

図 8-4 運転支援の様子 

 

8.3.5. 操作遅延時間低減の工夫 

 列車の走行状態に応じて適切な指令信号を運転士に知らせても、その操作を実行するの

は人の手であるため、コンピュータの判断から列車の駆動装置までの伝達に遅延時間が生

じ、これが操作遅延時間となる。ブレーキ支援の長い区間では、この遅延時間により高速

で走る列車では数十ｍの支援開始位置のずれが生じ、想定したブレーキパターンで走行で

きないことがあった(3)。そこで本論文では列車の反応時間に応じて支援指令を先読みし、運
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転士に伝達する仕組みを取り入れた。支援先読みの手法を図 8-5 に示す。実際の列車速度と

位置を測定し、その位置で計画時間より予め決めておいた遅延時間だけ先の計画速度を現

在の速度と比較し、両者が一致するなら支援指令を送り運転支援を開始する。その支援指

令の先読み機能により遅延時間の影響を抑え、列車を計画通りに走らせられるようにした。 

 

 

図 8-5 操作遅延低減のための先読み手法 

 

8.3.6. 運転支援の安全性の確保 

 本現車試験の運転支援では安全面に十分な配慮をするために運転操作系に直接介入して

いない。本論文で開発した運転支援装置は設計思想としてアドオンで適用することを考え

ているため、電気的・機械的に列車の制御系とは絶縁されており、また運転支援指示は運

転士の操作への強制力は持たせず、運転操作を熟知している運転士に操作の最終判断を委

ねている。また、支援指令のブレーキ力を最大の 70％とし、支援指令で停止位置に止まる

ことができない不測の事態に備えてより強いブレーキ力を温存した。 

 

8.4. 基本的な電力制限制動支援とその効果の実証 

 

8.4.1. 試験環境 

 筆者らは、新京成電鉄の新津田沼駅-前原駅間において現車試験を行い、比較的単調なブ

レーキパターンの省エネルギー運転を運転士によるマニュアル操作で実現する運転支援の
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効果を検証した。なお、試験車両がセルフラップ式ブレーキハンドルという特徴に合わせ

て支援モニタは扇型の図を表示するようにした。 

 

8.4.2. 運転曲線で見る運転支援の効果 

 図 8-6 に運転士が平常通り運転した時の運転曲線と(a)に運転支援を行った場合の運転曲

線、(b)に操作遅延を考慮した運転支援を行った場合の運転曲線ならびに支援曲線を示す。

横軸の距離は営業キロである。支援した運転曲線では、支援なしの運転曲線に比べて制動

時に緩いブレーキをかけており、特に(b)の操作遅延を考慮した運転支援では支援曲線より

膨らむことなく確実な制動が得られている。図 8-7 の(a)(b)(c)で運転士が平常通り運転した

時、運転支援を行った時、操作遅延を考慮した運転支援を行った時のブレーキパワー、架

線電圧を比較した。図 8-7(a)の 1200m 付近を見ると制動パワーが大きく、回生絞り込みに

より機械ブレーキが大きく立ち上がっている。一方で図 8-7 の特に(c)を見ると、制動パワ

ーが小さく抑えられ、架線電圧上昇が抑制されていることで有効な回生が得られている。 
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(a) 通常運転の運転曲線と操作遅延を考慮していない運転支援による運転曲線 

 

(b) 通常運転の運転曲線と、操作遅延を考慮した運転支援による運転曲線 

図 8-6 通常の走行区間での運転曲線 
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(a)通常運転 

 

(b) 操作遅延を考慮していない運転支援による運転 
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(c) 操作遅延を考慮した運転支援による運転 

図.8-7. ブレーキパワーとパンタ点電圧 

 

8.4.3. 走行時分と回生率で見る運転支援の効果 

 表 8-1 を見ると、走行時分は基準運転時分内に収っている。単調な制動区間での支援運転

では回生率が 28.71％上昇し、さらに実験的に明らかになった操作遅延による影響を解決す

る先読み手法を実装した結果、回生率は 37.51％上昇し、省エネルギーに有効であることを

確認した。また、その回生率の大きさから、機械ブレーキの負担が小さくなっていること

もわかる。これにより省エネルギー化だけでなくメンテナンス低減にも貢献していること

が言える。 

 

8.5. 複雑な制動区間に強い速度制限のある制動支援とその問題点の解決 

 

8.5.1. 試験環境 

 次に、同じく新京成電鉄の路線で制動支援区間に速度制限があり、急カーブもある走行

条件が最も厳しい北初富駅-くぬぎ山駅間において現車試験を行い、制動-惰行-制動という

複雑なブレーキパターンでの運転支援の効果を検証した。 
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8.5.2. 安全な停止に向けた運転支援曲線 

 この区間では駅に停止する直前に速度制限があり、先行研究(3)では、いきなり強いブレー

キノッチを入れる 1STEP 操作では安全な停止が難しいという結果を得ていた。そこで

15500ｍ付近の最後のブレーキ操作では強い制動の前に必ず一段階緩いブレーキノッチを

入れる 2STEP 操作を入れた。図 8-8 に運転支援曲線と支援するノッチ操作を示す。この工

夫は省エネルギー運転の効果を限定的にするが、本論文の目的である複雑な路線でも安全

に運転支援ができることを実証し、多少なりとも省エネルギー効果が得られることを検証

するために取り組んだ。 

 

 

 

図 8-8 支援曲線と支援したノッチ操作 

Table 8-1. Results of on-board test under normal course. 

Assistance pattern 
No 

assistance 
Assist 

Assist 
considering delay 

time 

Running time [sec] 106 113 119 

Acceleration energy [kWh] 16.54 13.00 13.45 

Braking energy [kWh] -9.48 -6.21 -6.38 

Regenerative energy [kWh] -5.60 -5.45 -6.17 

Percentage of regeneration [％] 59.05 87.76 96.56 

Basic running time is 120s. 
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8.5.3. 運転曲線で見る運転支援の効果 

 図 8-9 に運転士が平常通り運転した時の運転曲線、操作遅延を考慮した運転支援を行った

場合の運転曲線ならびに支援曲線を示す。支援した運転曲線では、支援なしの運転曲線に

比べて早く加速して時間を稼ぎ、制動時は早くブレーキをかけ始めている。その結果、表 2

にあるように基準走行時分とほぼ同じ時間で運行でき、駅の停止位置で正確に停車できて

いることがわかる。また、14400ｍ付近と 15200ｍ付近の速度制限にも対応できており、こ

の運転支援は制限の多い複雑な路線にも対応できていることがわかる。 

 

 

図 8-9 特殊な走行区間での通常の運転曲線と操作遅延を考慮した運転支援による運転曲線 

 

8.5.4. 省エネルギー運転支援と運転士の操作の比較 

 本論文では周囲の列車状況を把握できないという一般的な条件下において、その電車の

出来る最大限の省エネルギー効果を狙った試験を試みている。表 8-2 に現車試験の消費エネ

ルギー、回生エネルギー、回生率を示す。この表を見ると回生率が 4.52％、11.13％低くな

ったが、前回の１STEP 制動よりも走行時分は通常時に近づいている。 

図 8-10 は実際に扱われたノッチ操作である。図 5 と比較すると、駅到着前の 5 ノッチが

扱われていないが、計画時分よりに余裕があったために運転士が強いノッチ操作を避けた

ものとみられる。結果、筆者らの支援が実際の運転に支障のないことが実証された。 
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図 8-10 実際のノッチ操作 

 

 

 

  

Table 8-2. Results of on-board test under normal course. 

Assistance pattern 
No 

assistance 
Assistance 

1STEP 
Assistance 

2STEP 

Running time [sec] 114 118 115.6 

Acceleration energy [kWh] 18.02 17.01 18.45 

Braking energy [kWh] -14.64 -13.84 -15.03 

Regenerative energy [kWh] -10.50 -9.31 -9.10 

Percentage of regeneration [％] 71.70 67.28 60.57 

Basic running time is 124s. 
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8.5.5. ブレーキ指令とパンタ点電圧の変化 

より詳しく結果を考察するためにブレーキ指令とパンタ点電圧に注目する。図 8-11 に通常

時と 2STEP 運転支援時の編成全体のブレーキパワーと回生ブレーキパワー、パンタ点電圧

の変化を示す。横軸の距離は営業キロである。 

(i)はじめの力行時 

図 8-11 の(a)(b)を比較すると、まず図 8-11 (a)の力行時では架線電圧が 1300V まで減少し

ており、図 8-11 (b)と比較して 6.2%の差がある。これによりモータが早々に特性領域に入

り、力行に強い引張力が発揮できなかったことがわかる。 

(ii)2 回目の力行時 

次に、再力行時の場面を見ると、この時点でも図 8-11 (b)の運転支援時より図 8-11 (a)の支

援なしの方が、架線電圧が低くなっている。同じく図 8-11 (a)(b)の架線電圧を比較すると

8.5%の差がある。 

(iii)惰行の時 

図 8-11 (a)を見ると架線電圧は標準電圧の 1500V に落ち着いている。一方図 8-11 (b)を見る

と、列車が力行から惰行に入ると架線電圧が 1600V まで上昇しており、周囲に回生制動車

が走行していることがわかる。したがって、図 8-11 (b)の試験時において支援車両は力行時

に回生電力を受けて走行していたと推察される。また、支援車両が惰行に入ってから架線

電圧が徐々に減少していることに注目すると、周囲の回生車は回生絞り込みもしくは低速

度まで減速したものと考えられる。 

(iv)はじめの制動時 

最初の制動は列車が急カーブに差し掛かるために速度制限まで減速している状態である。

ここは最も速い速度で回生ブレーキが働くところである。図 8-11 (a)では 4820kW のブレー

キパワーが生じているが、図 8-11 (b)では図 8-11 (a)に比べて速度が速いにもかかわらずそ

のブレーキパワーの大きさは図 8-11 (a)より 10.3% 小さく抑えられている。ここで架線電

圧を見ると、ブレーキ開始位置では図 8-11 (a)では 1475V なのに対し、図 8-11 (b)では

1510V と 2.4%高くなっている。図 8-11 (a)ではブレーキノッチを 2 ノッチから 3 ノッチに

上げても架線電圧が 1600V であるため回生制動を得られているが、一方架線電圧の高い図

8-11 (b)では架線電圧が急上昇し、周囲の回生負荷が小さいことが確認できる。したがって、

ブレーキノッチを 2ノッチから 3ノッチに上げると図 8-11 (a)とは異なり回生絞り込みが始

まっている。 

(v)最後の制動時 

最後の制動は到着駅で停車する制動である。ここでは２STEP 制動を導入するために手前か

ら3ノッチのブレーキをかけるよう支援されていた。図8-11 (a)を見ると、架線電圧は1580V

で、この時の制動はほぼ回生ブレーキが負担している。同じく図 8-11 (b)でもまた、架線電

圧の上昇も抑えられており、回生ブレーキによる制動が得られている。 
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(a) 通常運転 
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(b) 2STEP 支援 

図 8-11 それぞれの運転におけるブレーキパワーとパンタ点電圧 
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8.5.6. 回生率の評価 

 表 8-2 の回生率を見ると、運転支援を行った時に比べて支援をしなかった時のほうが回生

率が高くなっている。これは図 8-8、8-10 を比較してわかるように、運転支援自体は成功し

ているものの、図 8-11 (a)(b)での分析から周囲の回生負荷が小さかったためである。 

 

8.6. 現車試験で得られた知見とまとめ 

 省エネルギー効果と運転支援の実用性について、現車試験では運転支援システムによる

電力制限回生ブレーキを用いた省エネルギー運転に操作遅延を考慮したことで、総走行時

分を守りながら制動時の最大回生電力を抑制することができた。特に電力制限回生ブレー

キが適用しにくい区間でも最大ブレーキパワーを 10.3％抑制することができた。 

単調な制動区間での支援運転では回生率が 28.71％上昇し、さらに実験的に明らかになっ

た操作遅延による影響を解決する先読み手法を実装した結果、回生率は 37.51％上昇し、省

エネルギーに有効であることを確認した。 

一方制動区間に速度制限があるような電力制限回生ブレーキが適用しにくい区間におい

ては、運転士の慣習に合わせることで省エネルギー効果は理論的に限定的となるが、運転

支援は成功し、意図通りのノッチ操作を実現することができた。そして、架線電圧とブレ

ーキパワーの分析により周囲の回生負荷の状況の推測と回生絞り込みの原因を明らかにす

ることができた。 
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9. 列車群における省エネルギー運転と運行管理を見据えた電力ピ

ークの分析 

 8 章までは周囲の列車状況を把握できないという一般的な条件下で 1 列車ができる最大限

の省エネルギー化を検討してきた。しかし、現車試験での実験を通じて電気鉄道の省エネ

ルギー化にはエネルギーを評価するだけでなく電力も分析の対象に含め、さらに列車群の

知的管理を通じた検討を行う必要があると考えた。そこで本章では運行管理を見据えた電

力流を分析するための電力可視化と、省電力・省エネルギー化について分析を行った結果

を報告する。 

 

9.1. 電力可視化の提案 

 

9.1.1. 電力を検討する意味 

 近年の車両の高性能化によって、列車の消費電力量は減少する傾向にあるが、一方で変

電所のピーク電力は大きくなっている傾向にあり現在の変電所の大きさに収まっているの

はパワーエレクトロニクス技術の、特に半導体デバイスの進歩の恩恵を受けていることが

大きい。ピーク電力に対する変電所からの出力を減らす手段として蓄電池の応用などが挙

げられているが、運転計画の段階であればダイヤを設計する際にこれらについて議論する

ことは時間的にも可能である。 

しかし、指令員が列車の運行管理を指示する場面においてはピーク電力の対策について

の議論はなされていない。運行管理にあたって指令員が電力の流れを自然に意識でき、ピ

ーク電力を抑制する考慮ができるよう支援を行うための基本技術として、本論文では列車

群の電力可視化を提案する。 

指令員の運行管理によって列車はダイヤで定められた通りに運転できているが、ダイヤ

が乱れた時に行われる運転整理では、ダイヤの復旧のみに焦点を当てているために力行の

タイミングが重なりやすい。この点についても本章では議論することにする。 

 

9.1.2. 電力可視化のモデル 

 列車 1 編成が走る運転モデルは 6.3 章で述べた(Ⅱ)の運転手法で得られた運転曲線を用い

る。この理由は(Ⅱ)の運転手法は(Ⅰ)の運転手法に比べて電力の消費・回生が多いことに加

え、回生失効しない場合では最も省エネルギーな走り方だからである。図 9-1 に(Ⅱ)の運転

手法で駅間 2km を勾配なしで走った場合の、電力を可視化した運転曲線を示す。ここでは

式(2-1)に習って電力を計算し、色で電力の大きさを示している。力行で色が濃いほど消費

電力が大きく、制動で色が濃いほど回生電力が大きくなっていることを示している。 
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図 9-1 電力を可視化した運転曲線 

 

9.1.3. 電力可視化のモデルからわかること 

 図 9-1 を見ると、消費電力のピークは列車が時速 50～80km/h に到達した時に生じ、回

生電力のピークは回生を始めてから速度が 20km/h になる間で生じていることがわかる。消

費電力のピークが高速域で生じないのは、ここで想定している電力制限制動法ではモータ

の特性領域で制動力を意図的に小さくして電力制限をかけているからである。 

 

9.2. 運行管理と電力可視化 

 

9.2.1. 電力可視化を運転整理に適用する意味 

 電力可視化ダイヤは指令員が運行管理をする上で、ダイヤのスジを引き直す作業の中で

電力に留意することを促すために有用である。それはスジを引き直した時に、ダイヤを見

てすぐにピーク電力がどの時間に来るかを予測できるからである。また、ピークが来る時

間を予測出来れば、更にスジをずらして引き直すことも可能である。特に運転整理の業務

では現在すべての調整業務が指令員によって手動で行われており(1)、この負担を減らすため

のコンピュータによる運転整理が研究されている。このコンピュータによる運転整理手法

では近年小乱れであれば最適解を求められる成果が得られている(2)。そこで本章ではコンピ

ュータでスジを引き直す場面に注目し、混合整数計画法を用いた運転整理手法に電力可視
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化ダイヤを適用することを試みた。運行計画ダイヤとダイヤ乱れ時に運転整理を試みた運

転整理ダイヤをそれぞれ図 9-2，9-3 に示す。ここで図 9-3 では旅客流動を考慮した運転整

理ダイヤになっている。 

 

9.2.2. 電力可視化ダイヤへの適用と瞬間電力 

 運行管理に電力の視点を入れるために図 9-1 の運転曲線を利用し、図 9-2、9-3 のダイヤ

をベースとした電力可視化ダイヤを作成した。図 9-4、9-5 にそのダイヤを示す。ここでは、

図 9-2、9-3 それぞれの駅間距離を各駅 1km、走行時分を 1/5 倍にしているが、混合整数計

画法によって得られる解に影響しないことを確認している。赤色の濃さは消費電力の大き

さを、青色の濃さは回生電力の大きさを示している。また、時間ごとに電力の大きさを示

した図を図 9-6、9-7 に示す。これらの図にはダイヤ乱れの原因となった最初の遅延列車に

ついては考慮していない。 

 

9.2.3. 運転整理時の電力可視化ダイヤでわかること 

 まず図 9-4 と図 9-6 を見ると、最大電力は周期的に現れている。これは図 9-2 の運行計画

ダイヤがパターンダイヤであることに起因している。 

次に図 9-5 と図 9-7 を見ると、列車の出発のタイミングが重なっているところで電力ピー

クが現れている。つまり、力行のタイミングが重なる車両の数がピークを考察する上で重

要である。図 9-3 では同時刻に出発しているだけの情報しか得られないが図 9-5 のように電

力を可視化することで電力ピークの立ち上がりが直感的に把握できるようになった。 

ここで電力ピークの大きさを図 9-6 と図 9-7 で比較すると、消費電力は運転整理ダイヤの

方が計画ダイヤより 50％大きく、回生電力の大きさも運転整理ダイヤの方が 33％大きくな

っている。 

次に図 9-5、9-7 の A の領域に示される、運転整理によりダイヤが詰まっている 500-700

秒近辺を見ると、電力の変動が大きい。これは運転整理により列車の運行間隔が詰まり、

電力の消費と回生が頻繁に行われていることを意味している。 

最後に、図 9-6、9-7 の B の領域に示される負の電力域を見ると、これらは本来回生電力と

して利用できる電力が失われている結果を表しており、つまりはこの時間では電空協調ブ

レーキでは回生絞り込みが行われ、機械ブレーキが立ち上がっている。よって、この領域

の電力を減らすことが出来れば本論文の目的の一つである省エネルギー化も達成できる。 

 

9.3. 第 9章まとめ 

 本章では電力を可視化することで電力ピークが重なっていることを視覚的に示し、運転

整理ダイヤが計画ダイヤに比べてピークが 50％高くなる原因に力行のタイミングが重なる

力行車両の数があることを明らかにした。また、回生車についても同様の理由により回生

電力ピークが運転整理ダイヤでは 33％高くなっていることを明らかにした。 
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図 9-2 運行計画ダイヤ 

 

 

図 9-3 旅客流動を考慮した運転整理ダイヤ 
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図 9-4 運行計画ダイヤの電力可視化 

 

図 9-5 運転整理ダイヤの電力可視化 

  

A 
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図 9-6 運行計画ダイヤの電力 

 

 

 

 

図 9-7 運転整理ダイヤの電力 

  

A 

The power in this rectangle has to be absorbed as 

mechanical braking heat loss if there are no active 

regenerating substations. 

B 

B 
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10. 結論 

 本論文で得られた知見は次のとおりである。 

 

10.1. 直流電気鉄道の力学・饋電回路モデルの構築と最適化 

 複雑な体系を成す鉄道の走行を計算するためのモデル構築法をまとめ、一般的な回転電

動機車両だけでなくリニアモータ車両にも適用範囲を広げたシミュレータを開発した。こ

れにより実路線の情報(曲線や勾配など)を反映した列車の運転曲線ならびに消費エネルギ

ーが計算できるようになった。また駅間乗車人数の変動に応じて車両性能を変化させるア

ルゴリズムも実装し運行管理を見据えた数値解析ができるようにしている。また、数値解

析の高速化と最適点の求解法についても考察した。 

 

10.2. 省エネルギー運転手法の優位性の分析 

 過去の運転曲線の最適化研究の成果として知られている最大力行・惰行・最大制動の最

大制動の部分に着目し、運行管理内で走行時分を守った列車の省エネルギーな走り方を 2

つ挙げ、複数の条件下で比較分析を行った。そして、一般的に加速に必要なエネルギーを

減らすより回生ブレーキを最大限活用する走り方の方が省エネルギーに有効であるという

知見を得た。しかし、回生失効率が高い、走行時分が短い、走行抵抗が大きいという 3 つ

の状況が重なる場合にはノッチオフ速度を下げる運転が望まれることも明らかにした。 

 

10.3. 現車試験による省エネルギー効果の検証 

 10.2 の結論に基づき、回生ブレーキの有効活用を目的とした高速域で積極的に回生ブレ

ーキを用いる考え方を原則に電力制限回生ブレーキを考案し、それを営業路線にて現車試

験を行い、効果の検証と問題点の抽出を行った。この検証にあたって最大限に回生ブレー

キを活用するために、運転士に運転方法をアシストする運転支援装置を開発した。 

これにより単調な制動区間での支援運転では回生率が 28.71％上昇し、さらに実験的に明

らかになった操作遅延による影響を解決する先読み手法を実装した結果、回生率は 37.51％

上昇し、省エネルギーに有効であることを確認した。 

しかし、複雑な制動区間においては支援の効果が限定的になることが数値解析の結果で

明らかになった。またこの区間において、現車試験では制動パワーが 10.3％抑えられてい

るものの、周囲の列車状況により回生失効が発生し、周囲の列車状況によっては最大限の

回生ブレーキ性能が発揮できないということも判明した。したがって 1 列車で得られる省

エネルギー効果には限界があることを把握した。 

 

10.4. 列車群の知的管理の必要性と電力可視化の提案 

 1 列車のベストエフォートでは省エネルギー化に限界があることが 10.3 で述べた現車試
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験で判明したため、列車群の知的管理による回生電力の有効活用に向けた省エネルギー化

の検討を行い、まずその基礎検討として電力流の分析を行うこととした。まず運行管理を

見据えて電力可視化を行い、計画ダイヤと運転整理ダイヤでその電力流の傾向分析を行う

ため列車の消費する電力を数値計算した。さらに列車群での電力流の分析のためある饋電

区間を走る列車群の電力可視化ダイヤを作成し、変電所の出力電力を算出した。この分析

を計画ダイヤと運転整理ダイヤそれぞれで行ったところ、運転整理ダイヤでは計画ダイヤ

に比べて 25％電力ピークが大きくなっていることが明らかにし、その原因が車両が力行す

るタイミングが重なっているためであることを突き止めた。さらに、列車群における回生

失効の電力大きさも明らかにした。 

 

 

以上、本論文では 1 列車では回生ブレーキを最大限活用する手法が省エネルギーに有効で

あるとの数値解析結果を得て、現車試験にてその理論が正しいことを確認した。しかし、1

列車でのベストエフォートには限界があり、今後さらに省エネルギー化を進めるには列車

群の知的管理が必要であるとの知見を得た。 
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11. 今後の課題 

11.1. 定速度運転モデルの検討 

 本論文では列車運転のモデルを力行-惰行-制動のパターンで検討したが、このモデルの他

に定速度運転のモデルを加えて省エネルギー運転法の数値解析を行う。これは現車試験に

おいて速度制限や走行時分の制約を考慮した省エネルギー運転法の解析を行うために必要

である。また、力行の時間が長くなることを考えれば回生絞り込みの頻度は減るはずであ

り、瞬間電力の変動もよりなだらかになるものと思われる。 

 

11.2. 列車群制御における電力・電力量分析 

 本論文では 1 編成の電力・電力量を計算し、その結果から力学モデルである饋電区間の

電力を分析したが、今後は各編成で回路モデルを考え、複数の編成が同時に走った場合の

電力の流れを分析する。ここでは特に架線電圧の変動に注目し、架線電圧による車両の力

学的加減速度の変化を反映した数値計算を行う。これにより一饋電区間での回生失効抑制

を最小にする列車群の電力制御手法を提案する。 

 

11.3. 電気設備の活用による回生エネルギーの有効活用法 

 本論文では低コストなソフトウェア的手法に絞って研究を進めたが、今後は電気設備の

モデルを数値計算に組み込み、電気設備の利用計画や効果的な設置法、設備仕様などを提

案する。具体例として回生変電所などがあるが、特に蓄電池の利用に関して、蓄電池を地

上・車上どちらに設置すべきなのか、また地上に設置する場合どこに置くと省エネルギー

効果が大きいのかを解析したい。このとき、電力の大きさに寄って化学電池が良いのか、

コンデンサが良いのかも選択肢に入る見込みであるため、エネルギーの評価だけでなく蓄

電池の場合は対コストでも評価していきたい。 

 

11.4. 運転支援法と回生負荷推定について 

 本論文では、余裕時分にまだ数秒の余裕が見られるため、ノッチオフ速度を変える力行

支援も入れればより全体で見て省エネルギー効果に寄与するものと考える。また、架線電

圧情報による回生負荷推定に基づく運転支援もあり得る。この回生負荷推定は運転支援だ

けでなく列車群電力管理における実証試験にも有効であるとの見識から 11.2 でも述べた架

線電圧に注目した数値解析と現車試験の結果をすりあわせながら電力制御のタイムオーダ

ーを決めたい。 

 

11.5. ATOへの応用と列車群の知的管理 

 ATO では人間の操作が運転に介入しないため高度な車両制御が可能となる。したがって

回生ブレーキを積極的に活用する電力制限回生ブレーキの考え方をATO路線に導入したい。
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特にATO路線は周囲の列車状況を比較的把握しやすいことからも列車群知的管理における

電力制御のモデルとして利用したい。 

この列車群知的管理ではダイヤ改正も含めて考えたい。本論文で等増分消費エネルギー

則への補機電力の影響の分析を終えていることから、駅間走行時分配分最適化についても

考えていく。 

また ATO 以外でも、列車が相互に運行状況を共有すれば、回生エネルギーの有効活用に

向けた新たな運行管理手法が確立できる。そのために情報通信機器を活用した列車群の走

行状況管理手法を考案し、11.4 で述べた列車群電力制御のタイムオーダーを検証したい。 

 

11.6. Cyber-Physical-Systems 

 現在、IC カードや情報端末が急速に普及しており、利用者は列車の運行情報を手早く入

手でき、一方事業者は乗客の目的地までの需要を把握しやすい。したがって運転整理の場

面においては利用客の目的地情報に応じた選択停車列車の運用が考えられる。この選択停

車列車は力行と制動の回数を減らすことで省エネルギーに有効であり、列車群の知的管理

ができれば力行のタイミングもずらせるためピークカットを実現できると考えている。ま

た、運転整理の評価関数に旅客流動とエネルギーを目的関数とすることも考えられる。 
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先生方、学友の皆様、学会でお世話になった皆様、研究会で出会った学友の皆様、共同研

究先でお世話になった学友の皆様に感謝申し上げます。 

 

 

 

 親愛なる家族へ 

ずっと助けてくれて、心配してくれて、励ましてくれて、叱ってくれて、相談に乗ってく

れて、吠えてくれて、温かく支えてくれてありがとうございました。感謝申し上げます。 

 これからも鉄道技術を通じて、日本の科学技術を支える研究者になれるよう日々精進し

て参ります。 

 

 

渡邉 翔一郎 


